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21 世紀の国民スポーツ振興方策 
 
はじめに 
 
日本体育協会(以下「本会」という。)は、平成 13 年(2001)１月に「21 世紀の国民スポー

ツ振興方策」(以下「スポーツ振興 2001」という。)を策定した。 
これは、スポーツが国民生活に根付き、豊かな社会の構築に寄与することを願って、本

会を中心とする国民スポーツ振興の現状と課題並びに 21世紀の国民スポーツ振興の方向性

を示すとともに、推進すべき振興方策について明らかにしたものである。 
本会は、「スポーツ振興 2001」の策定後、社会情勢の変化に適宜対応しながら、加盟団体

や関係機関・団体の協力・支援を得て、その実現に向けた取り組みを行ってきたところで

あり、多くの振興方策について一定の成果を得ることができたと認識している。 
しかしながら、「スポーツ振興 2001」では、概ね 5 年後において全体的な評価と見直し

を謳っていること、また、そこで提案された振興方策について課題が散見されるとともに、

新たな視点からの方策を策定する必要性が生じてきていること、さらに、平成 18 年(2006)9
月に文部科学省の「スポーツ振興基本計画」の改定が行われたことなどを鑑みた場合、「ス

ポーツ振興 2001」について見直しを行うことが不可欠な状況となった。 
そこで、総合企画委員会企画部会のもとに「21 世紀の国民スポーツ振興方策改定プロジ

ェクト」を発足させ、企画部会、理事会等での基本的な了承を得た後、文部科学省の「ス

ポーツ振興基本計画」の改定や国内・外のスポーツ界の動向も視野に置きつつ、本会加盟

団体や有識者等関係者からの幅広い意見を聴取して、種々検討・協議を重ね、「21 世紀の国

民スポーツ振興方策」の改定を行ったものである。 
今回の改定は、国民の一人ひとりが豊かで活力のある「生活／暮らし」を基軸とする、

いわゆる「生涯スポーツ社会」の実現に向けて、「スポーツ振興 2001」で提起された方策等

の達成状況の確認と評価を行い、課題を明らかにした。その上で、今後推進すべき振興方

策について、検討・整理したものである。 
本会は、平成 23 年(2011)には創立 100 周年を迎えることとなっている。そのことを念頭

におき、今回策定した「21 世紀の国民スポーツ振興方策」（以下「スポーツ振興 2008」と

いう。）を基本として、具体的な事業推進計画を策定し、加盟団体およびスポーツ関係団体

と一層の連携を図りつつ、各種事業に積極的に取り組んでいく所存であり、関係機関・団

体等の一層のご支援・ご協力をお願いする次第である。 
なお、「スポーツ振興 2008」の文中に記述されている用語のうち、特に、国民スポーツ振

興に関して、その意味を明確にし共通理解を持つ必要性の高い用語について、51 ページか

ら 53 ページに定義しているので、参考にしていただきたい。 
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Ⅰ．21 世紀の国民スポーツ振興の目指す方向 
 

1．スポーツ振興の意義と役割 

スポーツは、人間の本源的な欲求に基づき、人類が獲得してきた世界共通の“文化”で

あるとともに、その振興は、21 世紀におけるさまざまな社会的な課題の解決にも貢献する

ものである。つまり、近年のわが国における国際化、情報化、少子高齢化等の進展などに

よる急激な社会構造の変革が、人間の価値観や生き方などをも変えようとしている社会状

況の中で、スポーツは、人間の思考・言動の本源的欲求に応えるほか、精神的充足をもた

らすとともに、社会生活に必要な人間の資質の形成などに重要な役割を果たすものである

という認識が高まってきている。 
「スポーツ振興 2001」では、「スポーツの意義と役割」として、以下の 5 つをあげてい

る。 
 
 
 
 
 
 
ここにあげられたスポーツの意義や役割は、現時点でも少しも変わっておらず、スポー

ツへの社会的な期待はますます大きくなってきている。 
 

(1) 文化としてのスポーツ振興 

人間が生涯をより豊かに生きていく上で、必要不可欠な文化としてのスポーツの振興に

は、スポーツを実践する者のみならず、スポーツを見て楽しむ者、さらにはスポーツを支

えて自己実現を図る者など、国民一人ひとりのスポーツへの多様なかかわり方を念頭にお

く必要がある。 

1）「するスポーツ」の意義 

スポーツは、身体活動という人間の本源的な欲求に応えるだけでなく、成功や失敗、達

成と挫折、競争と共同、喜びと悲しみなど、まさに人間として“生きる”ことの直接的な

体験の機会を与えてくれる。それらの直接的な体験を通じて、爽快感、達成感、他者との

連帯感などの精神的な充実、楽しさや喜びを感じることができるだけでなく、体力や技能

など身体的な能力の向上を図ることができる。交通や情報技術などの高度化が、ますます

進展することが予想される 21 世紀社会において、このような直接的な体験の機会となる

スポーツの意義は一層大きく、スポーツを楽しむことのできる力は、もはや現代人が身に

つけるべき“教養”の一つとなりつつある。 

○スポーツによる「豊かで活力ある生活の実現」 
○スポーツによる「新たな地域社会の構築」 
○スポーツによる「たくましく生きる青少年の育成」 
○スポーツによる「国際理解と国際化の推進」 
○スポーツによる「経済発展への寄与」 
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2)「みるスポーツ」の意義 

スポーツは、人間の可能性の極限を追求する営みでもあり、競技者が極限へ挑戦するひ

たむきな姿は、青少年をはじめとする国民に大きな夢や感動を与えてくれるものである。

このようにスポーツは単に直接的な体験としての意義を有するばかりでなく、絵画や演劇

などの芸術と同様に、人間の感覚的な能力を通じて間接的に享受することにより、情緒的

で美的な欲求にも応えてくれるものである。 

3）「支えるスポーツ」の意義 

スポーツは、成熟化社会といわれる中で、人々の高次の欲求の充足につながることが期

待される新たな体験の機会として、その意義や価値が認められてきている。 
スポーツ指導者やボランティアとして、自己の経験や技能を活かし、スポーツ大会やス

ポーツクラブの運営などに携わることは、その人自身の自己実現の欲求や社会的貢献への

充足につながるものである。 
 

(2) スポーツ振興の社会的な意義と役割 

スポーツは、人間にとって豊かで活力に満ちた生涯を生きていく上で必要不可欠な文化

としての意義を有するとともに、「健康」、「コミュニティ」、「教育」、「国際化」や「環境」

といったキーワードで表現される現代社会におけるさまざまな諸課題への対応にも貢献

するものとして、以下のような社会的な意義と役割が期待されている。 

1) 健康増進や疾病予防 

 個人の体力や適性に応じて適度な運動を行うことにより、心身の健康の増進や疾病の予

防・回復(リハビリテーション効果)につながり、生活習慣病やメタボリック症候群など現

代社会が抱える健康問題の解決に貢献することが期待できる。 

2) 新たな地域社会の構築 

 スポーツは、競争や共同を通じて、他者との交流や連帯感を生み出し、住民相互の新た

な連携を促進し、スポーツを核としたまちづくりや障害者の社会参加を推進するなど、ス

ポーツを中心とした地域社会の再構築（コミュニティの再建）に貢献することが期待でき

る。 

3) 青少年の健全育成 

 スポーツは、青少年の心身の健全な発育・発達を促し、自己責任、克己心やフェアプレ

ーの精神などを身につけるとともに、仲間との交流を通じて、コミュニケーション能力の

育成や他人に対する思いやりなど、豊かな人間性を育むことが期待できる。 

4) 国際的な交流と相互理解の促進 

 スポーツは、世界共通の文化であり、言語や生活習慣などの違いを超えて、同一のルー
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ルのもとで競い、交流することによって、世界の人々との相互理解を一層深めることが期

待できる。 

5) 経済発展への寄与 

 スポーツに係わる産業は、わが国の GDP(国内総生産)の約 2％を占めると推計されてい

る。スポーツの振興を図ることは、スポーツ産業の拡大とそれに伴う新たな雇用の創出を

可能にするとともに、スポーツ施設の整備やイベントの開催などに伴い、関連する産業へ

の波及効果も期待できる。 

6) 環境問題への意識の高揚 

 スポーツは、人間が身体を使って行う活動であり、自然環境の中でもさまざまな取り組

みが行われている。特に、屋外でのスポーツ活動を困難にする大気汚染、地球温暖化との

関連では、異常気象の多発現象やスキー場の雪不足など、自然環境への悪影響について体

験的に理解することが期待できる。また、スポーツ文化の持続的な発展にとっても、用具

のリサイクル、スポーツ施設の整備や大会の運営に際して、環境問題を考慮した方策を検

討していくことが望まれている。 
 
2．21 世紀の国民スポーツ振興の基本的考え方 

(1) 国民スポーツ振興の基本理念 

本会が 21 世紀の国民スポーツ振興を図るにあたっての基本的理念は、国民の一人ひと

りが、豊かで活力のある「生活／暮らし」を目指し、生涯を通じたライフステージにおい

て、自己の能力・適性、興味・関心等に応じ、主体的にスポーツ文化を豊かに享受するこ

とのできるスポーツライフスタイルを構築していくという社会、いわゆる「生涯スポーツ

社会」を実現していくことである。 
そのためには、「生涯スポーツ社会」のイメージ像を、国民の「生活／暮らし」とスポ

ーツの視点から具現化し、その実現に向けた国民一人ひとりのスポーツ享受能力の育成や

社会環境の醸成など、各種事業の企画・立案と推進が必要となる。 
「生涯スポーツ社会」の具体的なイメージ像としては、次のような点が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 

 

(2) 国民スポーツ振興方策の視点 

① 国民の一人ひとりが、個々人のスポーツニーズに応じて、主体的にスポーツを実践し、

日常的な「生活／暮らし」を豊かに充実させるというスポーツライフスタイルを形成

している状況 

② 国民の過半数(50％以上)が、週 1回以上の継続的なスポーツ活動を実践している状況

③ 日常的・継続的なスポーツ活動の受け皿となる地域スポーツクラブへの国民の加入率

が、概ね 30％程度となっている状況 

④ スポーツを実践する以外に、スポーツを見て楽しむ、支えて自己実現を図るなど、

スポーツへの多様なかかわりが主体的に行われている状況 

⑤ スポーツが、新しい地域社会の構築（スポーツを中心としたまちづくり）に貢献する

とともに、公的な存在として社会から認知されている状況 
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(2) 国民スポーツ振興方策の視点 

スポーツによる国民の豊かで活力ある「生活／暮らし」を基軸とする 21 世紀の国民ス

ポーツの振興を図るにあたっては、スポーツを日常的に実践する者のみならず、スポーツ

を見て楽しむ者、スポーツを支えて自己実現を図る者など、国民一人ひとりのスポーツへ

の多様なかかわり方を念頭におき、各種の振興策を企画・立案するとともに、諸事業を推

進していく必要がある。             (資料編 55 ページ＜資料１＞参照) 

1)「するスポーツ」の振興 

スポーツ実践者に対する振興策は、国民一人ひとりのニーズ、能力、ライフステージ等

を踏まえて、多様な視点から考慮していく必要がある。 
第一の視点は、国民のスポーツ諸活動の全体を考慮して、スポーツ享受者の層を区分し、

それぞれの層のニーズや能力にあったプログラムの提供や活動の場などを工夫していく

必要がある。この場合、国民のスポーツ享受の層として、次の 6 つの層が想定できる。 
 
 
 
 
 
 
 
今後、本会として国民スポーツの振興を図る上では、②から⑥のスポーツ享受者の層を

視野におき、関係機関・団体と連携を図りつつ、組織的、体系的に諸事業を推進していく

必要がある。                  (資料編 56 ページ＜資料２＞参照) 
第二の視点は、これからの国民スポーツの振興を図る上で、国民のスポーツ享受者の中

には、スポーツクラブやチームに入会や所属をしてスポーツを実践し楽しむタイプと、こ

れらにかかわりなく個人のレベルでスポーツを実践し楽しむという未組織享受者タイプ

の、大きく分けて二つのタイプを想定した事業の推進が求められる。 
「生涯スポーツ社会」を実現する重要な方策として、総合型地域スポーツクラブの育成

が文部科学省の「スポーツ振興基本計画」の中で位置づけられているが、今後、本会とし

ては、国民の継続的なスポーツ実践者 50％以上を実現していくためにも、地域の実情を

踏まえたスポーツクラブの育成とともに、地域の住民にとって身近なイベント等の事業の

推進について考慮していく必要がある。 
第三の視点は、国民のスポーツ享受者層の中に、単一のスポーツ種目を実践し楽しむタ

イプと、多種目のスポーツを実践し楽しむという、二つのタイプを念頭においた振興策を

考慮していく必要がある。 
文部科学省の「スポーツ振興基本計画」では、多種目、多志向、多年齢を包含する「総

合型地域スポーツクラブ」の育成の必要性が提言され、本会においても育成事業を展開し

① 国際レベルのアスリート(プロアスリートを含む) 

② 国内レベルのアスリート(ジュニア層を含む) 

③ 競技志向者 

④ 日常的ゲーム(楽しみ)志向者 

⑤ 健康・体力つくり志向者 

⑥ 潜在的スポーツ愛好者 
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てきているが、今後とも多種目タイプへの対応策として、地域スポーツクラブの育成に力

を注ぐとともに、単一種目で多志向、多年齢層にわたるスポーツクラブやチームにも着目

し、その育成のための事業を推進していく必要がある。 

2)「みるスポーツ」の振興 

オリンピック競技大会等における世界のトップアスリートのパフォーマンス、プロスポ

ーツにおけるプロアスリートのパフォーマンスなどは、見る人たちに大きな感動や楽しみ

を与えるとともに、青少年をはじめとする多くの国民に対し、スポーツ活動への参加を促

進する大きな原動力となっている。 
このことは、スポーツが絵画や演劇などの芸術・文化財と同様に、文化としての特質を

有しているということであり、「みるスポーツ」の振興は、「するスポーツ」の振興に大き

く寄与するとともに、国民に充実感やゆとりを与えるなど、生活の質的な向上の観点から

も有意義であると言える。 
今後の「みるスポーツ」の振興策としては、見る人のマナーを含むスポーツ文化を享受

する資質・能力を高める機会の提供、見る人たちの立場を踏まえた施設の整備、魅力的な

スポーツイベントの誘致など、行政、体育協会・競技団体等の関係機関・団体との連携に

よる諸事業の推進が必要である。 
本会としては、国民体育大会（以下「国体」という。）等の主催事業について、「みるス

ポーツ」の振興の観点に立った改善を図るとともに、見る人のニーズに合ったイベント等

の企画・立案に対して、中央競技団体および都道府県体育協会に助言をしていく必要があ

る。 

3)「支えるスポーツ」の振興 

これまで、本会においては、公認スポーツ指導者制度に基づき数多くのスポーツ指導者

の育成に努めてきており、それら指導者は、ボランティアとして各種の指導活動を行って

いる。一方、わが国で開催されたオリンピック競技大会をはじめとする国際競技大会や国

体などにおいて、大会の運営等に多くのボランティアが活動し支援しており、スポーツに

係わるボランティアへの関心が高まってきている。 
このような状況の中で、これまで培ってきた自己の技術や能力を活かし、スポーツ大会

を含むスポーツ振興にボランティアとして貢献することによって、自己実現を図るという

スポーツへの参画の仕方についても、意義や価値を認識する国民が多くなってきている。 
このことは、従来の「するスポーツ」や「みるスポーツ」に加え、「支えるスポーツ」

が、新たなスポーツ文化享受スタイルとして認識され、固有の分野として確立してきたこ

とを意味している。一方、スポーツボランティアへの意欲はあるものの、活動への参加の

きっかけがつかめないでいる人や、参加してもさまざまな理由から活動が継続しにくいと

いう現状も聞こえてくる。 
「支えるスポーツ」の振興は、競技大会の運営ボランティアのみならず、日常的なスポ

ーツ指導にあたるボランティア、スポーツ活動をめぐる語学ボランティア等の分野に及ぶ
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とともに、その対象も競技者にとどまらず、多様なスポーツニーズをもつ青少年、高齢者

や障害者など、広くスポーツ活動全般を視野に入れていく必要がある。 
本会としては、文部科学省の「スポーツ振興基本計画」における「支えるスポーツ」の

動向に注目しつつ、スポーツボランティア活動の一層の充実・発展を図るため、本会加盟

団体やスポーツボランティア支援団体等と連携し、スポーツボランティアの支援システム

を構築する必要がある。 
 

3．21 世紀の日本体育協会の役割 

21 世紀において、本会がスポーツ振興に果たす役割としては、従前からの国民スポーツ

の振興という目標に向かって、各種の方策を推進していくことにある。しかし、前述の 21
世紀におけるスポーツの意義と役割や国民スポーツ振興の基本的考え方を踏まえた場合、

わが国のスポーツ振興に関する全体的な推進体制の中で、行政と本会を中心とする民間ス

ポーツ関係団体、本会と中央競技団体・都道府県体育協会、さらには市町村体育協会など

との役割分担を明確にした上で、それぞれの機関や団体が固有の特性を活かしつつ、これ

まで以上に有機的な連携を図っていく必要がある。 
いずれにしても、本会は、わが国スポーツ界の統一組織として国内・外のスポーツ動向

を見極めつつ、全国的な視野に立った国民スポーツ振興の基本方策を提示し、それに基づ

く各種のスポーツ振興事業を企画・立案するとともに、国民スポーツ振興の実質的な担い

手である中央競技団体、都道府県体育協会および市町村体育協会と連携し、これまで以上

にその組織力を最大限に活かした事業の推進を図っていくことが求められる。 
(資料編 57 ページ＜資料３＞参照) 

(1) 行政と体育協会の役割 

これまで競技スポーツの振興に関しては、従来から、基本的には行政が事業推進のため

の助成を行い、本会および日本オリンピック委員会(以下「JOC」という。)並びに中央競

技団体や都道府県体育協会が、それぞれ主体的に事業を計画し、実施するという形態が確

立している。 
しかし、国民スポーツ振興の中で、今後、その取り組みが重要視されている生涯スポー

ツの振興に関しては、従前から、事業の企画・立案から実施に至るまで、行政が中心とな

って行われてきたという状況が見受けられた。近年は、総合型地域スポーツクラブの育成

など一部の事業について、事業の企画・立案は行政が、実施については本会および都道府

県体育協会が担うという状況となってきている。 
これは、本会および都道府県体育協会をはじめとする体育協会組織に、生涯スポーツに

対する取り組みと組織体制が十分でなかったことに一因があると考えられる。しかし、「生

涯スポーツ社会」の実現を目指した 21 世紀の国民スポーツ振興を推進するためには、本

会が、都道府県体育協会、さらには生涯スポーツ振興の直接的な担い手となる市町村体育

協会と緊密な連携を図りつつ、地域住民のスポーツニーズを踏まえ、弾力的、機動的に各
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種の事業を企画・推進していく役割を担う必要がある。 
このように、21 世紀の国民スポーツ振興をめぐっては、行政主導から本会を中心とす

る民間団体主導へと、これまでの振興体制を改革していくことが必要となる。つまり、国

および地方行政には、それぞれの立場からのスポーツ振興の基本となる方策を示すととも

に、それに基づく財政面をはじめとする積極的な支援を期待する。一方、本会を中心とす

る体育協会組織は、それぞれの立場に応じて行政との連携を図りつつ、各種スポーツ振興

事業の企画・推進に主体的に取り組んでいく体制を確立・強化していくことが求められる。 
そのためには、市町村体育協会を含む体育協会組織において、真に国民に身近な存在と

なるよう、それぞれが国民スポーツ振興の担い手としての自覚と責任を認識するとともに、

組織体制の整備を図る必要がある。 

(2) 本会と加盟団体の役割 

これまで国体等の総合的なスポーツイベントやスポーツ指導者の育成事業などにおい

ては、本会が中央競技団体および都道府県体育協会の加盟団体に対して、事業推進の基本

的方向や全体のフレームワークなどを示し、加盟団体は、それに基づいて独自の工夫を凝

らしながら具体的に事業を行うという役割分担が確立している。 
このように、一部の事業については、本会と加盟団体との役割が明確になっているが、

前述の国民スポーツの振興、とりわけ生涯スポーツ振興における地域レベルのスポーツイ

ベント・教室等の事業やスポーツボランティアの育成、さらに障害者スポーツ振興事業な

どをめぐっては、事業推進の役割やシステムが十分に確立されているとは言い難い状況に

ある。 
したがって、本会は、文部科学省の「スポーツ振興基本計画」の動向を見極めつつ、各

種事業の企画・立案をするとともに、加盟団体に対して事業の趣旨・目的、実施方法など

の具体的な事業推進マニュアルを示す必要がある。一方、各加盟団体は、本会の示す事業

推進マニュアル等を十分踏まえ、地域の実情に応じた独自の工夫を加えつつ、各種の事業

に取り組んでいくという役割やシステムを確立していく必要がある。 
特に、都道府県体育協会は、本会との連携を図りつつ、生涯スポーツ振興への取り組み

と体制整備を図るとともに、加盟関係にある市町村体育協会に対し、地域スポーツクラブ

の育成をはじめとする生涯スポーツ振興事業推進のノウハウの提供等、支援に力を注ぐこ

とが求められる。 
そのためには、本会と加盟団体との間で、国民スポーツ振興の理念を共有するとともに、

事業推進についての共通理解を十分に図っていく必要がある。 

(3) 本会と体育・スポーツ関連団体との連携 

国民スポーツの振興を目指す体育・スポーツ関連団体は、本会のほかに、小学校体育連

盟、(財)日本中学校体育連盟、(財)全国高等学校体育連盟、(社)全国体育指導委員連合、(財)
日本レクリエーション協会、(財)日本障害者スポーツ協会等がある。これらの団体は、こ

れまでの固有の目的や分野をもち、独自の事業を展開して、わが国のスポーツ振興にそれ
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ぞれの立場から貢献をしてきたと言える。 
しかし、国民一人ひとりの豊かで活力のある「生活／暮らし」を基軸とする、いわゆる

「生涯スポーツ社会」の実現を目指す 21 世紀の国民スポーツの振興を図っていくために

は、現状の体育・スポーツ関連団体の有しているパワーを結集し、関係のスポーツ振興事

業を総合的、一体的に推進していく必要がある。 
本会としては、現状の組織体制を活用して行政との連携を図る中で、体育・スポーツ関

連団体の連携・協力体制の整備について中心的な役割を担うとともに、国民スポーツ振興

の具体的な取り組みについて、個々の団体の特性を活かした事業推進のコーディネーター

的な役割を担っていく必要がある。 
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Ⅱ．「スポーツ振興 2001」の達成状況と課題 
 
ここでは、「スポーツ振興 2001」において、21 世紀における国民スポーツの振興方策と

してあげられた「日本体育協会組織の充実・強化」、「国民スポーツ振興事業の推進」、「ス

ポーツ振興財源の確保」、さらに「スポーツ振興 2001」に提起された方策以外に対応した事

項について、その取り組みと達成状況を評価し、今後の課題について明らかにする。 
 
１．日本体育協会組織の充実・強化 

(1)「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

○本会組織の拡充 
全国を統括する競技団体および生涯スポーツ団体等の加盟促進、地域スポーツクラブ

およびスポーツボランティア等の登録制度の創設 
○加盟団体の基盤整備の促進 

本会加盟団体に対する助成事業の拡充、有能な人材確保による組織基盤の充実 
○市町村体育協会組織の整備 

市町村体育協会の法人格取得や財源確保方策の促進 
○民間スポーツ関係団体との連携の促進 

本会および都道府県体育協会をコーディネート役とした効果的な事業の推進 

(2) 達成状況と評価 

○本会組織の拡充 
本会への加盟促進については、中央競技団体として日本バウンドテニス協会および

(社)日本エアロビック連盟の 2 団体、関係スポーツ団体として(財)日本中学校体育連盟

および(社)日本女子体育連盟の 2 団体、準加盟団体として(社)日本アメリカンフットボ

ール協会の 1 団体が新たに加盟した。このことにより、現在、本会の加盟団体は、55
の中央競技団体、47 の都道府県体育協会、4 の関係スポーツ団体となり、準加盟団体

は 3 団体となった。 
なお、地域スポーツクラブ等の登録制度の創設については着手できなかった。 

○加盟団体の基盤整備の促進 
助成・委託事業については、文部科学省の「総合型地域スポーツクラブ育成推進事業」

の委託事業をはじめとする各種事業を、都道府県体育協会と連携して実施したことによ

り、拡充が図られ一定の成果をあげることができたと考えている。しかし、人材確保を

はじめとする基盤整備については、本会として、十分な施策の推進を図ったとは言い難

い状況である。 
○市町村体育協会組織の整備 

市町村体育協会の組織基盤整備に関しては、「総合型地域スポーツクラブ育成推進事

業」等を指定し、間接的な組織の整備へ寄与したものの、他には具体的な検討を行うま
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でには至らなかった。 
○民間スポーツ関係団体との連携の促進 

本会加盟以外の民間スポーツ関係団体との連携・協力については、「TAFISA ジャパ

ンの活動」、「生涯スポーツコンベンション」などで従前同様の連携を図った。さらに、

(財)日本アンチ・ドーピング機構および日本スポーツ仲裁機構が実施する事業に協力・

支援した。 

(3) 今後の課題 

「スポーツ振興 2001」の振興方策への取り組みと達成状況の評価から、今後の課題と

して概ね以下の事項があげられる。 
○本会組織の拡充 
・本会組織の一層の充実・強化を図るため、引き続き、加盟の促進を図っていく必要が

ある。 
・新たな登録制度については、そのあり方について具体的な検討を行う必要がある。 
とりわけ、地域スポーツクラブの登録について、登録制度創設の具体化を推進する必

要がある。 
○加盟団体の基盤整備の促進 
・加盟団体の財源確保については、企業協賛の拡充など新たな方策について検討を行う

必要がある。 
○市町村体育協会組織の整備 
・市町村体育協会組織の整備については、平成 11 年(1999)以降、全国的に推進された市

町村合併の状況を踏まえ、市町村体育協会の組織の整備状況などに関する実態を把握

する必要がある。 

(4)「スポーツ振興 2001」に提起された方策以外に対応した事項 

1) 取り組み状況 
○国内・外のスポーツ界の動向に対応した本会寄附行為の改定 

国内・外のスポーツ界の動向を勘案し、平成 17 年(2005)、本会寄附行為の「アマチ

ュア語句」の削除(英語表記を Japan Amateur Sports Association から Japan Sports 
Association へ変更)等の改定を行った。このことに伴い、従来の「アマチュアスポーツ

の統一組織」から「国民スポーツの統一組織」へ表記を変更し、本会が「国民スポー

ツ振興」の担い手であることを一層明確にした。 
○倫理・社会規範等を遵守するための規程の整備 

本会においては、加盟団体等で発生した人道的問題、補助金等の不適切な処理問題

等に対応するため、平成 15 年(2003)、「(財)日本体育協会および加盟団体における倫理

に関するガイドライン」および「(財)日本体育協会 役職員倫理規程」を制定し、本会

および加盟団体において健全な組織としての体制整備と運営を図るための指針として

位置付けることとした。 
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2) 今後の課題 

○国内・外のスポーツ界の動向に対応した諸規程等の整備 
・国内・外のスポーツ界の動向に対応していくため、本会寄附行為および諸規程につい

て的確な改善を図っていく必要がある。 
○公益法人制度改革への対応 
・平成 20 年(2008) 12 月から実施される「公益法人制度改革」に適切に対応するため、

その動向を的確に把握するとともに、関係機関と緊密な連携を図っていく必要がある。 
 

2．国民スポーツ振興事業の現状と課題 

「スポーツ振興 2001」においては、「生涯スポーツ社会」の実現を目指して、「国民体育

大会の改善・充実」から「スポーツ施設の運営支援」までの 9 事業の推進方策が提起され

ている。ここでは、これら諸事業の達成状況を評価するとともに、今後の課題について明

らかにする。 

(1) 国民体育大会の改善・充実 

1）「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

○国体の意義や役割を再検討し、性格やあり方を再構築 
○国体の充実・活性化 
・トップアスリートの参加促進のための参加基準の見直し 
・国民への広報活動の充実 
・競技施設基準の見直し 
・総合得点算出方法の改善 
・実施競技の採用に関する基準の策定 
・スポーツボランティアの組織化等基盤の整備 

○国体運営の簡素・効率化 
・大会運営（開会式等）の見直し 
・秋季大会実施競技の夏季大会への移行の促進 
・冬季大会の実施方法・時期等の検討 
・新たな助成措置等の対応策 

2) 達成状況と評価 

○国体の意義や役割を再検討し、性格やあり方を再構築 
平成 15 年(2003)に策定された「国体改革 2003」において、次の 2 つの視点から新

たな方向性が示された。           (資料編 58 ページ＜資料４＞参照) 
・国体の性格・目的として、21 世紀の国体は、より競技性の高い、わが国最大・最高の

総合スポーツ大会として構築するとともに、ジュニアからトップアスリートを含む幅
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広い競技者層を対象とする大会として充実・活性化を図っていく。 
・大会運営のあり方として、社会・経済状況等時代に対応した簡素・効率化を目指し、

改革・改善に向けて取り組んでいく。 
このように、「国体改革 2003」において、今後の国体における新たな意義・役割と

ともに、性格やあり方の方向性が示されたと言える。 

○国体の充実・活性化に向けた方策 

・トップアスリートの参加促進のための参加基準の見直し 
トップアスリートの参加促進のための参加基準の見直しについては、以下のような

取り組みを行った。 
○ 予選会免除制度の拡充については、平成 19 年(2007)、第 62 回本大会から、これま

での都道府県予選会のみならず、ブロック大会についても免除制度を拡充した。 
○ 実施競技団体が独自に定める「参加制限等の撤廃」の促進については、平成 20 年

(2008)現在、14 競技で実施された。 
○ 平成 17 年(2005)、第 60 回大会から、成年種別において参加資格の一つとして、「ふ

るさと選手制度」を導入した。（この制度は、地方スポーツの振興と都道府県の競

技力の均等化も念頭においた方策） 
○ 外国籍競技者の参加促進を図る観点から、平成 18 年(2006)、第 61 回大会より、学

校教育法第 1 条に規定される学校に在籍する者以外の「永住者(特別永住者を含む)」
の参加を可能とする措置を講じた。 
このことにより、当面、トップアスリート等の参加促進のための対応策が講じられ

たと言える。 
・国民への広報活動の充実 

「みるスポーツ」振興の観点から、みせる側のトップアスリート参加の促進を図る

ため、上記のような措置を講じた。また、開催都道府県と連携し、メディアに対し国

体開催に関する情報提供を積極的に行った。 
・競技施設基準の見直し 

施設の弾力的運用と近接県の競技施設の活用について、国体開催基準要項および同

細則に明記し、その主旨が徹底されるよう、引き続き、開催県や中央競技団体への説

明と協議を行っている。 
・総合得点算出方法の改善 

選手個人の競技得点が総合得点に直接反映する方式を踏襲しつつ、個人競技と団体

競技における選手個人の競技得点の格差を是正する改定を行い、平成 15 年(2003)、
第 58 回大会から実施した。 

・実施競技の採用に関する基準の策定 
公開競技の採用については、「公開競技・種目採用基準」を策定し、平成 20 年(2008)、

大分県での第 63 回大会より適用することとした。 
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また、正式競技の採用については、具体的な選定基準策定の検討を行っているとこ

ろである。 
・スポーツボランティアの組織化等基盤の整備 

「支えるスポーツ」振興の観点から提起されたスポーツボランティアの組織化とそ

の活動基盤の整備に関しては、開催県において独自の取り組みが行われているものの、

本会が全国的視野から取り組むまでには至らなかった。 

＜「スポーツ振興 2001」に提起された方策以外に対応した事項＞ 

・中学 3 年生が参加する競技については、ジュニア競技者育成の観点から、平成 20 年

(2008)、第 63 回大会までに、従前の 4 競技＜陸上競技、体操(競技)、水泳(競泳)、ス

ケート(フィギュア)＞に、新たに 12 競技を加え、16 競技に拡充した。 
・ドーピング防止啓発活動の一環として、ドーピング検査が、平成 15 年(2003)、第 58

回夏季大会から導入・実施されるとともに、都道府県体育協会と連携して、ドーピン

グ防止啓発のための諸活動を実施した。 

○国体運営の簡素・効率化に向けた方策 

・大会運営（開会式等）の見直し 
平成 18 年(2006)、兵庫県で開催された第 61 回大会より、夏季・秋季大会が一本化

され、開・閉会式および競技会運営の簡素・効率化が促進された。 
・秋季大会実施競技の夏季大会への移行の促進 

上記の実現により、提起された内容については、達成できた。 
・冬季大会の実施方法・時期等の検討 

冬季大会に関しては、開催地の選定、開催経費の削減に関する検討が重点的に行わ

れ、実施方法並びに時期等については、高校総体との連携の可能性について検討した。 
・新たな助成措置等の対応策 

開催県の財政負担軽減の方策として、各ブロック大会に対する助成金の増額、冬季

大会開催県に対する「大会開催費補助金」の増額を行った。加えて、平成 20 年(2008)、
長野県で開催された第 63 回冬季大会において、本会と開催地が主体となり、国体史

上初の企業協賛を実施した。 

＜「スポーツ振興 2001」に提起された方策以外に対応した事項＞ 

・開催都道府県を中心とした財政負担軽減の観点から、大会規模の適正化策として、平

成 20 年(2008)、第 63 回大会から、全実施競技の参加人数を平均 15％程度(約 4,500
人程度)削減することとした。この措置によって、国体運営の簡素・効率化に向けた大

きな対応が実現できたと言える。 

3) 今後の課題 

「スポーツ振興 2001」の「国体の充実・活性化に向けた方策」と「国体運営の簡素・

効率化に向けた方策」への取り組みと達成状況の評価から、今後の課題として概ね以下
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の事項があげられる。 

○国体の性格やあり方について 

「国体改革 2003」および「国民体育大会の今後のあり方プロジェクト」において提

言されている国体の趣旨・目的を一層周知・徹底していく対応が求められる。 

○国体の充実・活性化に向けた取り組み 

・本会加盟団体の国体への参加を念頭におき、国体実施競技として採用するための選定

基準の策定について、検討する必要がある。 
・国際的な女子競技の進展を踏まえた､女子種別の拡充について､検討する必要がある。 
・「支えるスポーツ」の振興の観点から、国体開催予定県を含め、開催県(県体協含む)

の実態等を詳細に調査し、スポーツボランティアの啓発と活動の促進について、より

積極的に検討していく必要がある。 

○国体運営の簡素・効率化に向けた取り組み 

・経費削減の観点から、開・閉会式の形態並びに運営のあり方に関しての検討を行う必

要がある。 
・国体開催都道府県（開催市町村を含む）に交付する「大会開催費補助金」の増額につ

いて、関係機関等との調整を図っていく必要がある。 
・国体における企業協賛については、平成 20 年(2008)、第 63 回冬季大会(長野県)で初

めて実施したところである。今後、この実績を踏まえ、さらに充実させるとともに、

本大会を含めた国体企業協賛制度の導入に向けた検討を行う必要がある。 

○「国民体育大会の今後のあり方プロジェクト」の提言に対する対応 

将来の国体のあり方を含め、国体改革を推進していく諸課題についての検討を行うた

め、平成 15 年(2003) 12 月に設置した「国民体育大会の今後のあり方プロジェクト」

では、以下のような提言がなされている。 
・国体実施競技の実施形態の区分について 
・正式競技の実施形態について 
・冬季大会のあり方について（冬季大会対応プロジェクトにおいて別途検討を示唆） 

今後、これらの提言について、国体委員会を中心に、実現に向けて具体的な検討を進

めていく必要がある。         (資料編 60、61 ページ＜資料５、６＞参照) 
 

(2) 生涯スポーツの充実・推進 

1）「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

○地域スポーツクラブの育成・支援 
地域住民の多様なニーズを包含し、多様な活動が可能となる地域に密着したスポーツ

クラブを育成していくため、以下のような方策を提起している。 

15



 16

・総合型地域スポーツクラブの育成をはじめとする、多様な（単一種目のクラブ、クラ

ブの連合化など）スポーツクラブ育成のための支援のあり方、クラブ運営をめぐるク

ラブマネジャー等の指導者の配置促進等 
・スポーツクラブ登録制度の創設と全国的な組織化の推進 
・学校運動部活動や民間スポーツクラブとの連携促進 

○地域における多彩なプログラムの提供 
地域住民の継続的な活動やスポーツを通じた交流を一層促進するため、以下のよう

な方策を提起している。 
・地域レベルの多様なスポーツイベント等の企画・実施 
・スポーツクラブサミットの開催 
・スポーツクラブ対抗のイベント等の開催 

○新たな全国的総合スポーツイベントの創設  
国民の日常的なスポーツ活動の活性化と全国のスポーツ愛好者との交流を促進する

ため、全国的なスポーツイベントとして、「日本スポーツマスターズ」の開催について

提起している。 
○「みるスポーツ」の振興事業の推進 

・見る人のマナーを含むスポーツ文化享受の資質・能力を高めるための講習会の開催

やビデオ等による啓発活動などの事業の推進 
・各地方への魅力的なスポーツイベントの誘致および見る人の立場を踏まえた施設の

整備に関する指導助言の実施 
○「支えるスポーツ」の振興事業の推進 

「みるスポーツ」と同様に、多様なスポーツ文化享受スタイルとして、自己充実、

自己実現を図る上で有意義なスポーツボランティアの育成・組織化と活動の促進につ

いて提起している。 
○新たな顕彰事業の創設 

国民の多様なスポーツ活動を一層促進するため、長年にわたり、日常的、継続的に

スポーツを実践している者等を対象とした、新たな顕彰事業の創設について提起して

いる。 

2) 達成状況と評価 

○地域スポーツクラブの育成・支援 
・総合型地域スポーツクラブ育成の拡充 

本会における「総合型地域スポーツクラブ」の育成は、平成 9 年(1997)度にスポー

ツ少年団を核とするモデル地区事業を実施、平成 14 年(2002)度からスポーツ振興く

じの助成によるクラブの創設支援事業と設立後のクラブの活動支援事業を実施して

きた。 
スポーツ振興くじ助成の中止により、平成 16 年(2004)度から文部科学省委託事業
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として、「総合型地域スポーツクラブ育成推進事業」に取り組み、以下のような事業

を実施した。 
・本会がクラブ創設に向けて各クラブへ直接的な支援を行う「育成指定クラブ委託事業」 
○ 設立準備委員会の設置 
○ クラブへの加入促進を図るための教室等の実施 
○ クラブ会員獲得のための広報活動等 
○ クラブマネジャーの配置・促進 

・本会が都道府県体育協会の育成事業に対して支援を行う、「都道府県体育協会総合型

地域スポーツクラブ育成支援委託事業」 
○ クラブ育成アドバイザーの配置 
○ 市町村へのクラブ設立に向けた普及・啓発活動 
○ 育成指定クラブに対する指導助言 
○ クラブマネジャーの発掘・育成 

以上のような育成推進事業を実施し、次のような育成状況となっている。 

＜文部科学省委託事業「総合型地域スポーツクラブ育成推進事業」の実施状況＞ 

平成 16(2004)～19(2007)年度 
〇事業対象クラブ数：793 

〔内訳〕 事業終了クラブ数：498 (事業終了クラブ) 
設立準備クラブ数：295 (事業継続中クラブ) 

〇設立したクラブ数：431 (事業終了クラブのうち、設立したクラブ) 

＊平成 19 年(2007)7 月 1 日現在  

(資料編 62 ページ＜資料７＞参照) 

＜全国的な総合型地域スポーツクラブの育成状況＞ 

(市町村数)  
全国の市町村数 1,827 
クラブを有する市町村数（設立準備中含む） 894 

育成割合（％） 48.9 
(クラブ数)  

設立済みクラブ数 2,004 
設立準備中クラブ数 551 

計 2,555 
＊上記市町村数には、東京 23 区を含む。 
＊平成 19 年(2007)7 月 1 日現在 

(資料編 63 ページ＜資料８＞参照) 
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地域スポーツクラブの育成・支援については、総合型地域スポーツクラブ育成への取

り組みが中心となっており、全体としては、以下のようなことが言える。 
・総合型地域スポーツクラブの育成を推進する体制の整備については、一定の取り組み

が図られてきているが、単一種目等のクラブの育成・拡充についての取り組みは実施

に至っていない。 
・総合型地域スポーツクラブ育成数については、委託事業の開始時点に比べて、概ね倍

増の状況となっている。しかし、クラブを有する市町村の割合は、全国の市町村の 50％
以下となっており、各都道府県並びに市町村におけるクラブ育成に向けた取り組みに

温度差があることがうかがえる。 
・地域スポーツクラブが地域に密着し、より発展していくための登録制度の創設や全国

的な組織化の推進については、現段階では実現に至っていない。しかし、現在、クラ

ブ間相互のネットワークの構築並びに全国的なスポーツクラブイベント等の創設に

向けた協議・検討を開始している。 
・学校運動部活動や民間スポーツクラブとの連携促進については、現在まで具体的な取

り組みに至っていない。 
・本会として、地域への多彩なプログラムの提供については、「総合型地域スポーツク

ラブ育成推進事業」における諸事業の推進（スポーツ教室やスポーツ大会、クラブマ

ネジャーの研修会等）のほかは、具体的な事業の推進に取り組むことができなかった。 
○新たな全国的総合スポーツイベントの創設 

本会では、国民の多様なニーズに対応し、「生涯スポーツ社会」を実現するため、平

成 13 年(2001)に、開催する都道府県および都道府県体育協会との共催により、競技志

向の高いシニア世代(原則として 35 歳以上)を対象とした総合スポーツ大会として「日

本スポーツマスターズ」を創設した。 
本大会は、企業協賛を中心として開催経費をまかなうとともに、大会参加者は、旅

費・宿泊費等を自己負担するなどの新たな実施形態としている。 
なお、平成 19 年(2007)、第 7 回目となる「びわこ大会」（滋賀県開催）では、13 競

技に 7,000 名を超える選手・監督が参加、参加者数は回を重ねるごとに増加傾向にあ

り、シニア世代の大きな目標となる大会として位置づけられつつある。 
(資料編 64 ページ＜資料９＞参照) 

○「みるスポーツ」の振興事業の推進 
・国体へのトップアスリートの参加を促進したことにより、開催都道府県において多く

の観客の動員を図ることができた。また、新聞報道等においても一定の成果を得るこ

とができた。 
・日本スポーツマスターズでは、シンボルメンバーによる大会の PR 活動を実施し、地

元新聞社の協力による積極的な広報活動が行われた。しかし、国体、日本スポーツマ

スターズの両大会とも、テレビ放映等の機会は少なく、一層の PR 活動が求められる。 
・見る人のマナーを含むスポーツ文化享受の資質・能力を高めるための講習会開催およ
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びビデオ等による啓発活動などについては、具体的な対応を実施する状況には至って

いない。 
○「支えるスポーツ」の振興事業の推進 

「支えるスポーツ」の振興を単独に取り上げて事業として実施することはできなか

った。また、国体や日本スポーツマスターズなど全国的総合スポーツイベントにおい

て、ボランティアスタッフの組織化や活用が図られたものの、イベント後の継続的な

活動促進への取り組みは、具体的に行われなかった。 
○新たな顕彰事業の創設 

本会では、国民一人ひとりが生涯を通じたライフステージにおいて、主体的にスポ

ーツ文化を豊かに享受していくという「生涯スポーツ社会」を目指して、長年にわた

り、日常的・継続的にスポーツを実践している者等を表彰する「日本スポーツグラン

プリ」を平成 18 年（2006)に創設した。この表彰は、加盟団体の推薦に基づき、毎年、

実施することとしている。 

3) 今後の課題 

○地域スポーツクラブの育成・支援 
・「総合型地域スポーツクラブ育成推進事業」において、都道府県体育協会の実施する

「クラブ育成支援委託事業」については、都道府県の間で実施内容・規模等に格差が

散見されている。今後、クラブ育成アドバイザーの資質の向上と配置の促進を図り、

クラブ育成事業を一層充実していく必要がある。 
・指定クラブ委託事業終了後、創設された総合型地域スポーツクラブが財源確保に苦慮

する状況が見受けられる。したがって、創設されたクラブの活動支援についても、関

係機関・団体に要望していく必要がある。 
・指定クラブ委託事業終了後、財源確保も含めてクラブが主体的に運営できるようにす

るための各種研修会等の実施やノウハウの構築を行う必要がある。 
・総合型地域スポーツクラブの健全な経営を促進するため、マネジメント能力を有する

クラブマネジャー等の配置を促進していく必要がある。 
・スポーツクラブ登録制度については、創設には至っていない状況にある。しかし、創

設支援された総合型地域スポーツクラブが、今後、安定的にクラブ運営を推進してい

くためには、クラブ間のネットワークの構築を含め、登録制度の創設について引き続

き検討していく必要がある。 
・地域スポーツクラブと学校運動部活動や民間スポーツクラブとの連携について、今後、

その連携の具体的な手法について検討していく必要がある。 
・地域における多彩なプログラムの提供については、当面、「総合型地域スポーツクラ

ブ育成推進事業」における諸事業の推進を中心的に取り組むこととする。 
○新たな全国的総合スポーツイベントの創設 
・総合型地域スポーツクラブの育成が全国展開している中で、育成されたクラブの定着
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と発展を図るため、全国のクラブが競い合いながら楽しむ場としての新たな全国的な

スポーツイベントの創設について検討する必要がある。 
・日本スポーツマスターズについては、大会の継続と拡充に向け、開催地の特色を生か

した総合スポーツ大会として、参加者、開催地および協賛企業にとって、より魅力あ

る大会として構築する必要がある。併せて、本会と競技団体間の大会経費の負担の仕

組みを再検討する必要がある。さらに、現行の年齢層を超える者を対象としたイベン

トとして、拡充を検討する必要がある。 
○「みるスポーツ」の振興事業の推進 
・「みるスポーツ」の振興事業の推進については、国体を中心的なモデルとして事業の

推進方策を検討していく必要がある。 
・本会事業全般について「みるスポーツ」振興の観点から、広報・PR 活動について検

討を加えていく必要がある。 
○「支えるスポーツ」の振興事業の推進 
・「支えるスポーツ」の振興事業の推進については、全国的なスポーツイベント等での

スポーツボランティアの多方面にわたる参加の場を提供するとともに、スポーツボラ

ンティアの組織化について、さらに行政や加盟団体と連携して、その促進を図ること

が必要である。 
○新たな顕彰事業の創設 
・現在、生涯スポーツ振興の中核的な事業として推進している「総合型地域スポーツク

ラブ」に関して、その定着・発展を促進するための顕彰事業の創設について検討を行

う必要がある。 
・日本スポーツグランプリについては、より多くの人々が生涯スポーツを実践すること

につながるよう、本賞について広く理解と協力が得られるよう広報していく必要があ

る。 
 
(3) スポーツ指導者の育成の充実と活用の促進 

1）「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

○新たな養成システムの構築 
・より効率的・効果的な養成事業の実施に向けた現行の各種指導者養成事業の改善・充

実 
・受講者にとって、より受講しやすいシステムを構築するため、体育系大学等の免除適

応制度の拡充並びに指導者養成拠点(学校)の整備・充実 
・諸外国の指導者資格取得者に対応するため、資格制度の国際化促進 

○新たな分野の養成制度の創設 
・円滑な地域スポーツクラブの運営等の支援を行うことのできるスポーツクラブマネジ

ャー等、新たな分野の養成制度の創設 
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・スポーツボランティアを育成するための養成・登録システムの構築 
・スポーツ指導に専念できるプロコーチ養成の制度化の検討 

○有資格指導者の積極的な活用 
・広域スポーツセンターへの専任配置の促進 
・地域スポーツクラブへの配置促進 
・学校部活動等への派遣の検討 
・民間スポーツクラブへの雇用の促進 

2) 達成状況と評価 

○新たな養成システムの構築 
・各種指導者養成事業の改善・充実 

高度化・多様化する国民のスポーツニーズや専門化する競技者育成に対応するとと

もに、受講者によりわかりやすい制度を構築するため、平成 17 年(2005)度より「公

認スポーツ指導者制度」を再構築し、本会および加盟団体が主体的に養成事業に取り

組むこととした。 
主な改善内容は、自宅学習(通信講習など)の充実やカリキュラムの厳選などにより、

集合講習時間数を半減させるなど、受講しやすい体制を整備した。 
また、競技別指導者資格について 3 区分から 2 区分にスリム化を図り、共通科目カ

リキュラムを一本化(体系化)して、すべての資格間での相互免除を可能とし、他資格

へのチャレンジがスムーズに行える制度とした。 
(資料編 65 ページ＜資料１０＞参照) 

・体育系大学等の免除適応制度の拡充 
体育系大学および社会体育系専門学校のみを対象としていた「免除適応コース承認

システム」において、体育系に限らず体育系を有しない大学等にも門戸を広げるなど

大幅なシステムの改訂を行った。 
・指導者養成拠点(学校)の整備・充実 

指導者養成拠点(学校)の整備については、取り組むことができなかった。 
・資格制度の国際化促進 

資格制度の国際化の促進については、国際コーチ教育評議会等で本会制度を紹介し

たが、協同認定や相互免除など特定の国との資格の連携について、具体的な取り組み

は実施できなかった。 
○新たな分野の養成制度の創設 
・平成 17 年(2005)度からすべての資格の基礎資格となる「スポーツリーダー」を新設

した。 
・総合型地域スポーツクラブなどの健全なマネジメントを行うための資格として「クラ

ブマネジャー」および「アシスタントマネジャー」を設け、その養成を平成 18 年(2006)
度から実施した。 
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・スポーツボランティアの育成、スポーツ指導に専念するプロコーチの養成については、

具体的な検討には至っていない。 
○有資格指導者の積極的な活用 
・広域スポーツセンターにおける指導活動、地域スポーツクラブにおける指導、学校部

活動等における指導などにおいて、一部の有資格指導者の活用が図られる状況となっ

ているが、本会として有資格指導者の活用のための制度・事業として取り組むまでに

至っていない。 

3) 今後の課題 

○新たな養成システムの構築 
・今後、スポーツ指導者の質的・量的な拡充を図るため、さらにカリキュラムや講習形

態等を工夫・改善し、体育系大学や広域スポーツセンター等との連携を図り、全国各

地に指導者養成拠点（学校）を整備・充実させ、受講者が受講しやすい環境を一層整

備していく必要がある。 
・スポーツの国際化に対応するため、海外諸国の指導者制度の情報を収集し、国際標準

としての指導者制度についても検討する必要がある。 
○新たな分野の養成制度の創設 
・競技者を取り巻く環境は高度化と専門化が進み、スポーツ活動の場では必要なスタッ

フの専門化と分業化が進展している。一方、国民の多様なニーズや健康・安全をキー

ワードとする各種のスポーツ振興方策の構築が求められている。これらのスポーツ界

の動向に対応するため、新たな分野の資格の制度化について検討する必要がある。 
○有資格指導者の積極的な活用 
・本会が実施するスポーツ振興事業をはじめ、地域スポーツクラブや学校部活動等にお

いて、有資格指導者の積極的な活用を図るための事業化の検討を行う必要がある。 
○有資格指導者の資質向上 
・有資格指導者に対しては、スポーツ界の動向に適切に対応していく観点から、各中央

競技団体が策定した競技者育成プログラムに基づく指導に必要な知識について、効果

的な浸透の促進を図っていく必要がある。 
 
(4) スポーツ少年団の充実と青少年スポーツの振興 

1）「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

「総合型地域スポーツクラブ」育成との関連を考慮し、ジュニアスポーツクラブとして

の育成を念頭において、次のような施策を提起している。 
○スポーツ少年団組織の拡充 
・女子団員・女性指導者および中・高校生年代の加入促進のための組織基盤・体制の整

備およびキャンペーン活動の推進 
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・加入促進を図るため、未加入青少年を対象としたスポーツ教室や一日体験入団等の実

施 
○日常的な活動内容の充実 

団員の多様なニーズや能力および年齢層に対応するため、レベルに応じた活動プロ

グラムの開発や一貫した指導体制の整備 
○全国的・国際的スポーツ交流事業の推進 

日常的な団活動の活性化と国内・外の青少年との交流を促進するため、以下のよう

な方策を提起している。 
・スポーツ少年団を核とした青少年の全国的な総合スポーツイベントの創設の検討 
・青少年教育関係団体との交流事業の創設 
・現行の国際交流に加え、新たな国際交流事業の開発 

○登録制度の改革 
今後の「総合型地域スポーツクラブ」の登録制度創設との関連を考慮して、ジュニ

アスポーツクラブとしての登録制度の改革 
○地域におけるジュニア競技者の育成 

青少年の多様な能力やニーズに対応したスポーツ振興を図るため、都道府県ジュニ

ア強化事業の拡充 

2) 達成状況と評価 

○スポーツ少年団組織の拡充 
・女子団員・女性指導者および中・高校生年代の加入促進のための組織基盤・体制の整

備およびキャンペーン活動の推進 
平成 13 年(2001)度に「女子拡大特別委員会」を設置し、平成 14 年(2002)度に女子

団員・女性指導者の拡大に対する提言を策定した。 
また、スポーツ少年団への中・高校生の定着化に、拠点的・重点的に取り組んだ実

験事業を実施し、団活動を継続していく環境づくりに対する問題点と課題の調査を行

った。 
さらに、その調整結果を都道府県および市区町村スポーツ少年団に参考資料として

配布し、実情に応じた対応を促した。 
・未加入青少年を対象としたスポーツ教室や一日体験入団等の実施 

未加入青少年に対するスポーツ教室や体験入団等について、市区町村並びに単位団

レベルで実施されたが、日本スポーツ少年団の施策としては実施できなかった。 
・スポーツ少年団の登録状況について、平成 12 年(2000)度から 19 年(2007)度について

見ると、団数、指導者数については、概ね増加傾向にあるが、団員数については、一

時期において増加傾向がみられるものの、全体としては減少傾向にあり、平成 19 年

(2007)度については、前年度に対して約 12,000 名の大幅な減少となっている。 
 (資料編 67 ページ＜資料１１＞参照) 
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○日常的な活動内容の充実 
・レベルに応じた活動プログラムの開発や一貫した指導体制の整備 

日常的な活動を充実させるためのレベルに応じた活動プログラムの開発や一貫し

た指導体制の整備については、取り組むことができなかった。 
しかし、平成 15 年(2003)度から継続して実施しているトップアスリートの講話や

実技指導が行われる「スポーツ選手ふれあい指導事業」については、子どもが体を動

かす楽しさを体験するとともにスポーツに親しむ動機付けになるなど、効果的な事業

となった。 
○全国的・国際的スポーツ交流事業の推進 
・全国的なスポーツイベントの創設については、全国競技別交流大会において、平成 15

年(2003)度から女子団員拡大策の一環としてバレーボールの交流大会を新たに開始し

た。また、軟式野球交流大会については、平成 18 年(2006)度から読売新聞社の協力

を得て、北海道での固定開催とし、大会内容や広報活動の充実を図ることができた。 
・スポーツ少年団を核とした青少年の全国的な総合スポーツイベントおよび青少年教育

関係団体との交流事業の創設について検討を行ったが、実施には至っていない。 
・新たな国際交流事業の開発については、広く青少年を対象とした「日韓青少年スポー

ツ交流事業」の拡充が図られた。また、スポーツ少年団としての日韓スポーツ少年団

交流事業の実施に向けた検討が行われたが、韓国にスポーツ少年団組織が確立されて

いないため、実施には至らなかった。 
○登録制度の改革 
・ジュニアスポーツクラブとしての登録制度創設に向けた具体的な取り組みは行うこと

ができなかった。 
・ジュニアスポーツクラブとしての基盤整備の一環として、ガイドライン「『21 世紀に

はばたくために』～スポーツ少年団のさらなる発展と地域スポーツクラブづくり～」

を作成・配付し、登録制度の改革に向けた導入段階として各都道府県への啓発を行っ

た。 
○地域におけるジュニア競技者の育成 
・スポーツ少年団としての都道府県におけるジュニアを対象とした強化事業の推進は行

うことができなかった。 

3) 今後の課題 

○スポーツ少年団組織の拡充 
・スポーツ少年団の登録状況については、団数および指導者数は概ね増加傾向となって

いるものの、団員数は減少傾向となっている。したがって、団員の確保、とりわけ女

子団員および中・高校生年代の加入促進について、都道府県および市区町村スポーツ

少年団との連携を密にして取り組んでいく必要がある。 
・スポーツ少年団組織の基盤の充実を図るため、各中央競技団体や地域スポーツクラブ
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との連携・協力などについて、さらに検討を進めていく必要がある。 
〇日常的な活動内容の充実 
・現在実施している「スポーツ選手ふれあい指導事業」の拡充を図るとともに、協賛企

業等と連携して、子どもの年齢、多様なニーズや能力に応じたプログラムの開発につ

いて、検討を行う必要がある。 
○全国的・国際的スポーツ交流事業の推進 
・現在の全国レベルの交流大会のあり方と併せ、新たな全国的な総合スポーツイベント

について再検討する必要がある。 
・国際的スポーツ交流事業については、現行の交流事業の更なる充実を目指すとともに、

新規事業の構築について、本会の国際交流事業との連携を図りながら検討していく必

要がある。 
○登録制度等の改革 
・ジュニアスポーツクラブとしての登録制度の創設に向けて、引き続き検討を行う必要

がある。 
・本会の「公認スポーツ指導者制度」の改定に伴う、スポーツ少年団指導者の位置付け

と役割について検討・整理していく必要がある。 
・団員の加入促進と活動の活性化を図る上で直接的に携わるリーダー(中・高校生)の役

割を一層明確にするとともに、資質の向上と量的な拡大に取り組む必要がある。 
○地域におけるジュニア競技者の育成 
・ジュニア競技者の育成については、スポーツ少年団の育成事業の趣旨・目的と必ずし

も一致する内容とは言えないことから、今後、本会として JOC のジュニア競技者の

育成方針を踏まえつつ、国体に参加するジュニア競技者等を中心に、中央競技団体お

よび都道府県体育協会等との連携を図りつつ、地域におけるジュニア競技者の育成に

ついて検討していく必要がある。 
 
(5) スポーツ医・科学研究の推進 

1）「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

○スポーツ医・科学サポートの充実 
・国体選手およびジュニア育成に関する各種研究事業の充実 
・広域スポーツセンターおよび地域スポーツクラブに対するサポート活動の推進 
・中・高年齢層のスポーツ活動参加に関する研究の推進 
・多様な国民のスポーツ活動をサポートする諸研究の推進 

○スポーツ指導者に関する研究事業の充実 
・スポーツ指導者養成に必要なスポーツ医・科学の知識・技能を提供するための研究事

業の実施 
○国立スポーツ科学センター(以下「JISS」という。)との連携・協力の推進 
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2) 達成状況と評価 

○スポーツ医・科学サポートの充実 
・国体選手に関する研究事業の充実 

平成 15 年(2003)度からの国体でのドーピング検査導入の決定を受け、平成 14 年

(2002)度より、ドーピング防止活動の推進に関連した教育・啓発事業として、都道府

県体育協会と連携して実施している。平成 19 年(2007)、第 62 回国体までに、陽性反

応の選手は出現していない状況となっている。 
・ジュニア育成に関する各種研究事業の充実 

平成 13 年(2001)度から 5 年間では、「ジュニア期の効果的スポーツ指導法の確立に

関する研究」、「幼少年期に身につけておくべき基本運動(基礎的動き)に関する研究」、

「日本の子どもにおける身体活動・運動の行動目標設定と効果の検証」、「小学生を対

象としたスポーツ食育プログラムの開発に関する調査研究」を実施している。これら

の各種研究の内容をとりまとめ報告書を発行し、加盟団体やスポーツドクターを中心

に広く公開している。 
・中・高年齢層のスポーツ活動参加に関する研究の推進では、「中高年者の運動プログ

ラムに関する総合的研究」を実施し、その研究の内容をとりまとめ報告書を発行し、

加盟団体やスポーツドクターを中心に広く公表するとともに、スポーツ指導者研修事

業に活用した。 
・多様な国民のスポーツ活動をサポートする諸研究では、「身体活動・運動アドヒアラ

ンス強化に関する総合的研究」を実施し、その研究の内容をとりまとめ報告書を発行

し、加盟団体やスポーツドクターを中心に広く公表するとともに、スポーツ指導者研

修事業に活用した。 
・広域スポーツセンターおよび地域スポーツクラブに対するサポート活動については、

具体的な事業として取り組むまでに至らなかった。 
○スポーツ指導者に関する研究事業の充実 
・平成 14 年(2002)度から 16 年(2004)度に実施した公認スポーツ指導者に対する「中高

年のスポーツプログラムに関する研修会」では、「身体活動・運動アドヒアランス強

化に関する総合的研究」および「中高年者の運動プログラムに関する総合的研究」の

成果を研修内容に反映させ、スポーツ医・科学面の最新の情報を提供し、研修会の充

実に寄与した。 
○国立スポーツ科学センターとの連携・協力の推進 
・昭和 39 年(1964)東京オリンピック以来、元日本代表選手を 4 年ごとに追跡調査して

いるプロジェクト研究「一流競技者の健康、体力追跡調査 ～東京オリンピック記念

体力測定～」について、平成 16 年(2004)度、17 年(2005)度の 2 年間、JISS との共同

研究の形態で実施し、元一流選手の体力の推移を中心とした研究内容を取りまとめ報

告書を発行し、加盟団体やスポーツドクターを中心に広く公表している。 
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3) 今後の課題 

○スポーツ医・科学サポートの充実 
・「スポーツ振興 2001」の基本方針に基づきプロジェクト研究事業を推進し、一定の成

果を得ることができたが、今後、本会加盟団体と連携した医・科学サポートの一層の

推進により、加盟団体のスポーツ医・科学体制の充実を促していくことが必要である。 
・スポーツ医・科学研究の情報発信は、研究成果を研究報告書にまとめ、必要に応じ一

般向けに解説したガイドブックを作成しているが、事業ごとの実施内容の公開と併せ

て、本会全体での研究成果の共有化を図っていくことが必要である。 
○スポーツ指導者に関する研究事業の充実 
・スポーツ指導者の資質向上のために必要なスポーツ医・科学研究および医・科学サポ

ートを展開し、スポーツ指導者に対してその成果を還元していく必要がある。 
○国立スポーツ科学センターとの連携・協力の推進 
・本会と JISS の役割と事業区分を明確にした上で、国民スポーツ振興という観点から、

連携のあり方について再構築していく必要がある。 
 
(6) 国際スポーツ交流の推進 

1）「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

○国際交流事業の充実 
・幅広い世代にわたる近隣諸国（韓国・中国）とのスポーツ交流の促進 
・オリンピック開催国等との国際交流の推進 

○国際スポーツ組織との連携強化 
・国際スポーツ組織と協力して、アジア諸国を中心とした諸外国に対する支援の拡充 

2) 達成状況と評価 

○国際交流事業の充実 
・幅広い世代にわたる近隣諸国（韓国・中国）とのスポーツ交流の促進 
＜日･韓･中ジュニア交流競技会の充実＞ 

日韓中 3 カ国持回り方式で開催される当競技会は、当初 9 競技でスタートした。

その後、平成 11 年(1999)の第 7 回からバレーボール競技、平成 14 年(2002)の第 10
回からウエイトリフティング競技を追加、現在 11 競技に各国選手団 239 名規模で実

施し、ジュニア競技者の競技力の向上に貢献した。 
(資料編 68 ページ＜資料１２＞参照) 

＜日韓スポーツ交流事業の充実＞ 
青少年交流については、平成 14 年(2002)度より夏季交流事業の人員を倍増すると

ともに、新たに冬季交流事業を開始した。 
成人交流については、当初 8 競技でスタートしたが、平成 18 年(2006)度から 10
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競技 175 名規模に拡充した。 
このように、日韓両国の友好親善をより一層深める観点から、交流事業の充実・

発展に向けた努力がなされてきた。         (資料編 69 ページ＜資料１３＞参照) 
＜日中スポーツ交流事業の充実＞ 

これまで、スポーツ指導者、スポーツ少年団、スポーツ医・科学等の各事業で交

流事業を実施し、日中友好親善に寄与してきた。平成 19 年(2007)は、日中国交正常

化 35 周年を迎え「日中文化・スポーツ交流年」と位置づけられた。このことを記念

して、新たに成人交流を 4 競技 62 名規模で実施した。さらに交流事業を地域レベル

に拡充するため、都道府県体育協会と協力して地域交流事業についても実施した。 
(資料編 70 ページ＜資料１４＞参照) 

・オリンピック開催国等との国際交流の推進 
メキシコとのスポーツ交流を目指し、平成 13 年(2001)度から 15 年(2003)度に協議

を行ったが、両国間の調整を図ることができなかった。 
○国際スポーツ組織との連携強化 
・国際トリム・フィットネス生涯スポーツ協議会(TAFISA)への対応 

当協議会には、国内の生涯スポーツ推進団体の協力を得て、TAFISA ジャパンとし

て加盟し、TAFISA ジャパン事務局として情報の収集・発信および TAFISA 主催のコ

ングレスや伝統スポーツ祭への派遣などを実施した。 
・アジア・太平洋・オセアニアスポーツ協議会(APOSA)への対応 

当協議会には、本会単独で加盟している。加盟当初は、本会が APOSA 加盟国対象

のセミナーや総会を開催するなど、諸事業への対応をしてきたが、本会の財政状況に

より、現在は、ほとんど対応ができていない状態となっている。 
・アジア諸国を中心とした諸外国に対する支援の拡充 

政府開発援助（ODA）として「アジア近隣諸国青少年スポーツ指導者研修事業」を

実施し、総合型地域スポーツクラブの活動など、日本の最新スポーツ振興策を紹介し、

参加者から好評を得た。しかし、国の補助金の削減により、参加者の規模が縮小され

てきている。 

3) 今後の課題 

○国際交流事業の充実 
・国民スポーツの振興と近隣諸国との友好親善を一層推進する観点から、日韓および日

中スポーツ交流事業の拡充について検討する必要がある。 
・日韓中の 3 カ国によるジュニア交流競技会と同様に、成人交流における日･韓･中交流

競技会の実現の可能性について検討していくことも必要である。 
○国際スポーツ組織との連携強化 
・TAFISA ジャパンの一員として TAFISA を中心とした国際組織との連携を図り、諸外

国のスポーツ振興に関する情報の提供および収集の方法等について、検討する必要が
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ある。 
・「アジア近隣諸国青少年スポーツ指導者研修事業」の充実を図るとともに、当該事業

を中心に、アジア諸国との連携を深めるための方策について検討する必要がある。 
 
(7) スポーツ情報システムの整備・拡充 

1）「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

○ネットワークを活かした、積極的なメディアの利・活用や広報活動の展開 
・加盟団体とのオンライン化の促進 
・関係機関・団体との情報ネットワークの拡充 
・ネットワークを活用した広報活動の展開 

○国民へのスポーツ医・科学情報の提供促進 
○本会公式ホームページの充実と積極的な活用（広く国民への広報活動の促進） 

2) 達成状況と評価 

○ネットワークを活かした、積極的なメディアの利・活用や広報活動の展開 
・加盟団体とのオンライン化の促進 

加盟団体とのオンライン化の促進については、平成 13 年(2001)度の 86％から平成

19 年(2007) 10 月現在で 77.4％(82/106 団体)となり約 9 ポイント低下している。この

要因は中央競技団体が独自のシステムを構築したことによるものである。 
しかし、平成 19 年(2007)度に全都道府県体育協会とのオンライン化が図られたと

ころであり、今後各種システムを活用した業務の効率化などが期待される。 
・関係機関・団体との情報ネットワークの拡充 

情報ネットワークの拡充については、平成 13 年(2001)度以降、加盟団体の理解と

協力を得て、「公認スポーツ指導者の登録管理」、「公認スポーツ指導者の受講管理」、  
「スポーツ少年団登録」、「国体参加申込み」「オンライン講習（クラブマネジャー

養成）」の 5 システムを構築し、業務の効率化を促進した。 
・ネットワークを活用した広報活動の展開 

本会と加盟団体が連携して、都道府県の国体参加選手団の PR コメントおよび都道

府県体育協会加盟の郡市区町村体育協会並びに中央競技団体の競技規則等の入手方

法などについて検索できるページを、本会公式ホームページ上に掲載し、広く国民に

広報できるように努めてきた。 
○国民へのスポーツ医・科学情報の提供促進 

本会公式ホームページ上に、「フィットネス評価」システム、「運動適性テスト」

の評価・測定システムなどの構築を行い、国民の誰もが自己の体力等への認識を高め

ることができるようにした。また、「スポーツ活動中の熱中症予防」については、予

防原則と具体的なガイドラインを掲載し、広く国民から多くのアクセスを得た。 
○本会公式ホームページの充実と積極的な活用（広く国民への広報活動の促進） 
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本会では、平成 15 年(2003)の全面リニューアルによる情報検索の改善を図り、スポ

ーツ医･科学や総合型地域スポーツクラブ等に関する情報を掲載するとともに、タイム

リーな掲載内容の更新に取り組んだ。 
平成 19 年(2007)度上半期では、アクセス数は月間平均約 60 万件に達し、本会が公

式ホームページを開設した平成 11 年(1999)度に比して約 3 倍の状況となった。 

3) 今後の課題 

○ネットワークを活かした、積極的なメディアの利・活用や広報活動の展開 
加盟団体とのオンライン化については、一定の促進は図られたが、業務をより一層

効果的・効率的に推進していくため、その活用の内容・方法等について、さらに検討

していく必要がある。 
○本会公式ホームページの充実と積極的な活用（広く国民への広報活動の促進） 

子どもから高齢者までの幅広い国民のスポーツへの取り組みを促進するとともに、

健康･体力つくりなどの活用に供することができるよう、さらにホームページの内容を

充実するための検討を行う必要がある。 

4)「スポーツ振興 2001」に提起された方策以外に対応した事項 

○取り組み状況 
・情報システムのセキュリティの確保 

平成 18 年(2006)、情報システムのセキュリティの確保と経費削減を図るため、「情

報システム調達規程」を制定した。 
・個人情報保護の対応 

平成 17 年(2005)に施行された個人情報保護法に対応するため、個人情報保護方針

および関連する規程等を制定し、加盟団体への周知・徹底を図った。 
○今後の課題 
・情報システムのセキュリティの確保 

「情報システム調達規程」に基づき、インターネット上の不正なアクセスやコンピ

ュータウイルス等に対処するため、より一層セキュリティ保護への対応策について検

討を行う必要がある。 
・個人情報保護の対応 

情報システム等により収集した個人情報の取り扱いに関する適切な対応策につい

て、一層の検討を行う必要がある。 
 
(8) 広報・社会貢献活動の推進 

1）「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

○広報事業の拡充 
・情報誌、パンフレット等広報活動の一層の充実 
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・メディアの利用やインターネット活用のための諸事業の促進 
○社会問題へのスポーツ貢献キャンペーンの実施 
・スポーツの多様な価値と役割を広く社会にアピールしていくための各種キャンペーン

事業の推進 

2) 達成状況と評価 

○広報事業の拡充 
・情報誌、パンフレット等広報活動の一層の充実 

公認スポーツ指導者 PR パンフレット、スポーツ少年団ガイドブック、熱中症予防

のためのガイドブック・ビデオなどの各種資料について、内容の更新等を図りつつ作

成・配付し、普及・啓発活動に努めた。 
・メディアの利用やインターネット活用のための諸事業の促進 

平成 15 年(2003)、本会公式ホームページの全面リニューアルに伴い、情報検索の

改善を図り、スポーツドクターの検索ページを構築するとともに、総合型地域スポー

ツクラブ公式メールマガジン等を配信し、事業推進のための諸情報の提供を行った。 
平成 15 年(2003)度から、E メールを利用して、本会加盟団体を中心とした関係諸機

関に対し、本会評議員会・理事会・国体委員会の概要などの各種最新情報を「JASA
フラッシュ」として年間十数回配信し、本会の情報提供に努めた。 

○社会問題へのスポーツ貢献キャンペーンの実施 
・社会問題へのスポーツ貢献キャンペーン活動については、会議等で「スポーツと環境」

の問題に関して取り上げ、関係者への啓発を図ったものの、他のキャンペーン活動に

ついては、取り組むことができなかった。 

3) 今後の課題 

○広報事業の拡充 
本会の役割および推進する事業について、広く国民にアピールするための方策を、

さらに検討し、IT の進展状況と本会の財政状況等を見極めつつ、公式ホームページの

充実と活用を図り、より積極的な広報活動の展開についての検討が必要である。 
○社会問題へのスポーツ貢献キャンペーンの実施 

スポーツの多様な価値と役割を広く社会にアピールしていくため、「スポーツと環

境」に関する問題をテーマとするキャンペーンを一層充実させるとともに、他のキャ

ンペーン事業の推進策についても、検討していく必要がある。 
 
(9) スポーツ施設の運営支援 

1）「スポーツ振興 2001」における方策 

○スポーツ施設の活用促進 
本会関連スポーツセンター等の総合型地域スポーツクラブの拠点施設あるいは広域
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スポーツセンターとしての活用促進 
○広域スポーツセンター等の運営支援 
・本会公認スポーツ指導者の配置促進 
・ソフト事業の企画・推進等への支援 

○公共スポーツ施設等の管理受託 
・都道府県体育協会が管理受託できるよう関係機関への働きかけ 

2) 達成状況と評価 

○スポーツ施設の活用促進 
・本会が所有した全国 5 ヶ所の青少年スポーツセンターは、平成 6 年(1994)から 12 年

(2000)に各市町村等に移管され、その後のセンター運営は、それぞれ新たな所有者に

委ねられており、本会として総合型地域スポーツクラブの拠点施設や広域スポーツセ

ンターとしての活用促進等に、取り組むことはできなかった。 
○広域スポーツセンター等の運営支援 
・広域スポーツセンター等の運営支援については、本会が養成した公認スポーツ指導者

の配置促進およびソフト事業の企画・推進等に関して、具体的な事業としての取り組

みを行うことができなかった。 
○公共スポーツ施設等の管理受託 
・都道府県体育協会による公共スポーツ施設や広域スポーツセンターの管理受託につい

ては、各都道府県の実情を踏まえた対応が必要であり、本会が管理受託推進事業等の

具体的方策を策定するまでに至らなかった。 

3) 今後の課題 

○スポーツ施設の活用促進と運営支援 
・スポーツ施設の活用については、本会が育成する総合型地域スポーツクラブやスポー

ツ少年団などが、有効に活用できる方策について検討する必要がある。 
・各種スポーツ施設の運営を支援するため、本会の公認スポーツ指導者の配置促進につ

いて検討する必要がある。 
 
3．スポーツ振興財源の確保 

(1)「スポーツ振興 2001」に提起された方策 

○収益事業の拡充 
・自己財源を確保するため、新たな多角的収益事業等の展開の検討 

○スポンサーの獲得 
・スポンサー企業の確保を促進するための新たな国民スポーツ推進キャンペーン事業の

構築 
○寄付金・補助金等の獲得 
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・国および公営競技団体等の補助金等の確保 
○スポーツ振興くじの収益金の確保 
・平成 14 年(2002)度から開始される「スポーツ振興くじ」助成への要望 

 

(2) 達成状況と評価 

○収益事業の拡充 
・自己財源を確保するための新たな多角的収益事業等の展開については、平成 13 年

(2001)度よりオフィシャルパートナーの 1 社と連携して、都道府県体育協会の財源確

保を支援する事業（自動販売機設置の斡旋）を実施した。その後、当事業を日本スポ

ーツマスターズ開催県、国体開催県等の財源確保のための事業として拡充し展開して

いる。この事業の展開により、都道府県等におけるスポーツ振興財源の確保が図られ

たと言える。 
○スポンサーの獲得 
・新たな国民スポーツ推進キャンペーン事業を推進するため、国民スポーツ推進キャン

ペーン第Ⅴ期＜平成 16 年(2004)～18 年(2006)度＞に、「オフィシャルスポンサー」の

名称を「オフィシャルパートナー(Ａ，Ｂ)」に改め、新たなカテゴリーとして「サポ

ーティングカンパニー(Ａ，Ｂ)」を追加し、協賛カテゴリー、協賛内容の大幅な改革

を行った。 
・第Ⅴ期の平成 18 年(2006)度から、前年 4 社であったオフィシャルパートナーＡが 6
社、サポーティングカンパニーＢが 4 社となり、新たな企業の協賛を得ることができ

た。 
・さらに、平成 19 年(2007)3 月には、「今後の国民スポーツ推進キャンペーン協賛事業

の推進方策」を策定し、協賛事業推進の方向性を示した。 
○補助金・寄付金等の獲得 

国、公営競技団体、日本馬主協会連合会および日本スポーツ振興センター等に対して

は補助金・助成金等の増額、また、民間企業等に対しては特定公益増進法人の有効活用

による寄付金の増額および新規獲得の働きかけを積極的に行ってきた。 
補助金・助成金等（決算額）については、平成 13 年(2001)度の 10 億円台から、平成

18 年(2006)度には 17 億円台までに増額した。また、寄付金についても 7 億円台から 12
億円台への増額が見られた。 

○スポーツ振興くじの収益金の確保 
・「スポーツ振興くじ」助成がスタートした平成 14 年(2002)度には、本会への助成金総

額は 3 億円台であったが、その後、「スポーツ振興くじ」の売り上げ低迷による助成

金削減が続き、本会では対象事業を廃止するなど事業規模の大幅な縮小をすることと

なった。さらに平成 19 年(2007)度には、本会からの助成金の要望を行う対象事業が

ない状況となった。 
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(3) 今後の課題 

○収益事業の拡充 
・収益事業については、一定の成果が見られたものの、今後とも多角的収益事業等を推

進し、自己財源を確保していくためには、本会と協賛企業がより一層連携した諸事業

を推進できるよう検討していく必要がある。 
○スポンサーの確保 
・スポンサーの確保については、一定の成果が見られたものの、今後、一層の協賛企業

の拡大を図っていくためには、「今後の国民スポーツ推進キャンペーン協賛事業の推

進方策」に示されている方向性を踏まえつつ、戦略的に取り組む必要がある。 
○補助金・寄付金等の確保 
・補助金・寄付金等の確保については、年次増加傾向にあるものの、今後とも本会が推

進する国民スポーツ振興の諸事業を安定的に実施するための基盤となる財源として、

一層の確保に努めていく必要がある。 
○スポーツ振興くじの収益金の確保 
・「スポーツ振興くじ」の売り上げが促進されるよう、国民スポーツの統一組織として

の本会が、加盟団体等に対し、啓発していく必要がある。 
・「スポーツ振興くじ」助成金の状況を把握しつつ、本会および加盟団体等の諸事業の

推進を図るため、的確な要望を行っていく必要がある。 
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Ⅲ．今後の国民スポーツ振興方策 
 

今後の国民スポーツ振興方策の推進にあたっては、「21 世紀の国民スポーツ振興の目指す

方向」を踏まえるとともに、「スポーツ振興 2001」で示された各方策の達成状況の評価と課

題、さらには、国内・外の社会状況やスポーツ界の動向を念頭において、国民の一人ひと

りが豊かで活力のある「生活／暮らし」を基軸とする、いわゆる「生涯スポーツ社会」の

実現に向けた具体的な事業を企画・立案し展開していく必要がある。 
そのためには、本会および加盟団体の組織の充実・強化を促進するとともに、次のよう

な振興方策を重点に推進していく必要がある。 
(資料編 71、72 ページ＜資料１５、１６＞参照) 

1．日本体育協会組織の充実・強化 

今後、ますます多様化、高度化する国民のスポーツニーズに対応して「生涯スポーツ社

会」の実現を図っていくためには、本会と加盟団体との間で、今後の国民スポーツ振興の

基本理念を共有し、振興方策の基本的方向について相互理解を図る必要がある。 
その上で、各種事業の推進に必要となる機動力の整備や事業成果の把握・確認が適切に

できる体制の整備など、本会および加盟団体並びに市町村体育協会組織の一層の充実・強

化を図っていく必要がある。 
また、社会環境の変化、とりわけスポーツを取り巻く国内・外の環境の変化に適切に対

応できる環境適応力を向上させるためにも、柔軟で弾力的な組織体制の整備が不可欠であ

る。そのためには、次のような事業の推進が必要となる。 

(1) 本会組織の拡充 

本会未加盟の全国を統括する民間スポーツ関係団体の本会への加盟を一層促進する。 
また、生涯スポーツの振興に向けた主体的で円滑な組織運営体制を整備する観点から、

ニュースポーツ団体等の加盟を促進するため、新たな加盟領域の創設について検討する。 
さらに、「生涯スポーツ社会」の実現に向けた中核的事業として推進している地域スポ

ーツクラブのネットワーク化を図る観点から、登録制度の創設を具体的に検討する必要が

ある。 

(2) 加盟団体の基盤整備の促進 

中央競技団体、都道府県体育協会などの本会加盟団体に対し、事業促進の財源を確保す

る観点から、地域スポーツクラブの育成などをはじめとする各種スポーツ振興事業に対す

る助成事業および協賛企業の拡充を図る。 
また、円滑な組織運営体制を整備する観点から、職員の人事交流や研修制度を充実する

ことによって、有能な人材確保による組織基盤整備の充実を図る。 

(3) 市町村体育協会組織の整備 

今後の国民スポーツの振興、とりわけ地域スポーツクラブの育成をはじめとする生涯ス
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ポーツの振興は、市町村体育協会の果たす役割が大きい。本会は、都道府県体育協会と連

携し、市町村体育協会の組織の整備状況等に関する実態を把握し、今後、地域住民のスポ

ーツニーズに対応した各種事業を主体的に推進できるよう、法人格の取得や財源確保策な

ど、組織基盤の整備充実のための支援方策を講じる。 

(4) 民間スポーツ関係団体との連携の促進 

本会をはじめとする民間スポーツ関係団体が、国民スポーツ振興の実質的な担い手であ

るという認識と自覚を持ち、行政との連携を図りつつ、中央にあっては本会が、地方にあ

っては都道府県体育協会が、それぞれの中心的なコーディネート役として、各民間スポー

ツ関係団体との連携・協力の実態を把握し、効果的な事業の推進を図る。 
また、小学校体育連盟、(財)日本中学校体育連盟および(財)全国高等学校体育連盟と連

携し、それぞれが実施する諸事業に対して協力・支援を行う。 

(5) 国内・外のスポーツ界の動向に対応した諸規程等の整備 

 現代社会におけるさまざまな諸問題は、倫理、社会規範および法令等を無視した行動や

対応などが大きな原因とされており、法令等の遵守は社会的な課題となっている。 
本会および加盟団体は、その社会的な使命や意義を自覚し、スポーツの基本であるルー

ル、マナーを守り、フェアプレーの精神に則り活動していくため、今後とも、倫理、社会

規範および法令等の遵守に関する意識を啓発する活動を行い、常に必要な規程等の整備、

充実を図る。 
また、個人情報の保護に関しては、本会の多様な活動の中で収集される参加者、登録者、

役職員等の個人情報について、IT の進展に留意しながら、社会一般における関連法令の

運用状況を適切に把握して対応する。 

(6) 公益法人制度改革への対応 

公益法人制度の改革は、平成 18 年(2006)6 月に公布された公益法人制度改革 3 法に基

づいて、民間非営利部門の活動の健全な発展の促進と現行制度に対する様々な問題点に対

応するために実施されるものである。 
当制度改革では、平成 20 年(2008)12 月から 25 年(2013)11 月までの間に新法人への移

行が求められている。 
本会は加盟団体に対して、制度改革の内容について十分な理解を促すとともに、文部科

学省および内閣府をはじめとする関係機関等との連携を図り、新制度への移行が円滑に行

われるよう対応する。 

(7) スポーツ振興法の改正に伴う対応 

現在、自由民主党のスポーツ立国調査会およびスポーツ議員連盟で研究・協議されてい

るスポーツ振興法の改正の動向に対応して、本会の名称等の見直しについて検討・調整す

る必要がある。 
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2．国民スポーツ振興事業の推進 

今後の国民スポーツの振興を推進するにあたっては、スポーツ振興の意義と役割につい

て示している「文化としてのスポーツの振興」、「スポーツ振興の社会的意義と役割」を

踏まえるとともに、「生涯スポーツ社会」のイメージ像（4 ページ参照）を念頭において、

障害者を含む国民各層のスポーツニーズに対応した各種の事業を展開していく必要がある。 
なお、内閣府の「体力・スポーツに関する世論調査＜平成 18 年(2006) 8 月＞」によると、

成人(20 歳以上)の週 1 回以上のスポーツ実施率は 44.4％となっており、目標とする 50％以

上の実施率に近づいてきている。しかし、スポーツクラブや同好会に加入している者は約

15％にとどまり、目標とする加入率、概ね 30％の半分程度の加入状況となっている。 
したがって、「スポーツ振興 2008」を推進していくにあたっては、これらの国民スポーツ

振興をめぐる諸課題に対応するとともに、国民一人ひとりの多様なニーズに配慮した事業

の企画・立案や展開が必要である。 

(1) 国民体育大会の改善・充実 

これまで国体は、都道府県対抗のもとに毎年開催される国内最大・最高の総合スポーツ

大会として実施してきた。さらに、国体の各競技会は、国内を代表するトップクラス層の

競技者により高い水準で競われ、国際的に通用する競技力の向上の一翼を担ってきている。 
本会では、国体の再構築を推進していくために、「国体改革 2003」が示した「新しい国

民体育大会の方向性」の基本方針に基づくとともに、「国体の今後のあり方プロジェクト

提言骨子」および「国民体育大会冬季大会のあり方に関する提言」を踏まえ、共催者であ

る文部科学省および開催都道府県などの関係機関・団体等と十分な連携を図りつつ、次の

ような点を中心とした改善・充実を図っていく必要がある。 
○大会名の検討 

関係機関・団体等と十分協議を重ね、時代にふさわしい名称について検討していく。

とりわけ、スポーツ振興法の改正の動向に留意して対応することが重要である。 
○大会規模の適正化 

「国体改革 2003」で示されている「大会規模の適正化」を考慮しつつ、各競技の特

性を踏まえるとともに、競技会の充実・活性化の観点から、各競技会の規模について、

改めて見直しを行う。 
また、チーム競技および団体競技の各種別出場数については、会期と種目特性を考慮

し、適正な出場数について調整する。 
○実施競技の見直し 

国体の実施競技については、国内の普及状況、国際的な位置づけなどを十分踏まえて、

実施競技の分類、正式競技の実施形態、競技の新規採用などについて、具体的に基準を

定め、平成 25 年(2013)、第 68 回大会から、新たな取り組みができるよう諸準備を進め

る。 
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○新たな種別等の採用 
国際的なスポーツ界の動向に対応した競技者を育成する観点から、国内での普及状況

などを考慮しつつ、ジュニア競技者の育成を促進するため、少年種別の一層の充実を図

るとともに、女子種別等の採用を推進する。 
○大会の開催期間 
 本大会開催期間について、現行の 11 日間から 9 日間とし、開会式を土曜日、閉会式

を日曜日に実施することについて検討を加える。また、一部競技の実施時期を施設の状

況等に合わせて、会期前に実施するなど柔軟に対応する。 
○競技施設の整備 

国体開催後の利用も視野に入れた競技施設の整備という観点から、地域住民のイベン

ト観戦や日常的なスポーツ活動(スポーツクラブ等)を念頭に置き、ガイドライン等を策

定することについて検討する。 
また、開催都道府県において当該競技会を行うための十分な施設・設備等の確保が困

難な場合は、隣接する都道府県または本会が定めるブロック(地域区分)の範囲内におい

て、複数の都道府県での施設を使用して開催できることとする。 
○国体開催地の財政負担の軽減（マーケティング活動の推進） 

国体開催地に交付する「大会開催費補助金」の増額について、関係機関へ要請してい

く。 
また、企業協賛制度等の導入を図り、国体開催地の財政負担を軽減するためのマーケ

ティング活動を推進する。 
○広報活動の展開 

トップアスリートの参加、都道府県対抗という郷土性など「みるスポーツ」の対象と

して、国体のブランド的な価値を高揚するために、広報活動の一層の充実および新しい

メディアの開発を図るとともに、競技日程の編成や競技運営、観戦ツアー、炬火リレー

の実施等 PR 活動などについて検討する。 
○スポーツボランティアの育成 

「支えるスポーツ」振興の観点から、国体におけるスポーツボランティアの大会運営

をはじめとする各種のサポート活動を、国体開催時の一過性のものとして終わらせるこ

となく、都道府県体育協会等と連携し、スポーツボランティアとしての組織化を図ると

ともに、各種スポーツイベント等への活用を促進するための基盤を整備する。 
○冬季大会のあり方について 
 「冬季大会プロジェクト」の検討結果を踏まえ、わが国における冬季スポーツの振興

の観点から、冬季大会を継続的に開催することを前提として、大会開催のあり方、財源

確保の方法や開催地の決定システムなどについて、関係機関・団体と積極的に協議する。 
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(2) 生涯スポーツ推進事業の充実 

国民の豊かで充実したスポーツライフスタイルの構築とともに、「スポーツを核とした

まちづくり」を目指したスポーツの振興を図るためには、国民の多様化、高度化したスポ

ーツニーズに対応し、日常的な生活の中で「するスポーツ」、「みるスポーツ」、「支え

るスポーツ」など、スポーツへの多様なかかわりが可能となる環境の醸成が必要となる。 
そのためには、本会および加盟団体並びに市町村体育協会の役割を明確にしつつ、生活

圏域における日常的なスポーツ活動の拠点となるスポーツクラブを育成・整備していくと

ともに、日常的なスポーツ活動を一層活性化するため、日頃の成果を試したり交流を促進

するためのスポーツイベント等の企画・実施、さらには、国際的・全国的なイベントの誘

致・開催など、次のような事業を推進していく必要がある。 

1) 地域スポーツクラブの育成・支援 

国民の一人ひとりが自己の能力や興味・関心、スポーツライフスタイルなどに応じて主

体的にスポーツを実施していくためには、多様なニーズを包含し、多様な活動が可能とな

る地域に密着したスポーツクラブを育成していく必要がある。 
そのためには、これまでの地域スポーツクラブ育成の成果と課題を踏まえ、本会は引き

続き、国の総合型地域スポーツクラブ育成方策を勘案し、都道府県体育協会と連携し市町

村体育協会を支援しつつ、次のような施策を推進する。 
・障害者を含む地域住民の日常的・継続的なスポーツ活動の受皿としての基盤整備を図

るため、単一種目等のスポーツクラブの育成や既存のスポーツクラブの連合化などの

促進を図るとともに、スポーツ少年団を核とするなど、多様な形態による「総合型地

域スポーツクラブ」の創設に取り組む。 
・都道府県において格差が見られる総合型地域スポーツクラブの設立・運営等について、

適切な指導・助言の行えるクラブ育成アドバイザーの資質の向上を図るとともに、配

置を促進する。 
・設立したクラブの安定的な活動や発展を目的とした活動支援について関係機関・団体

に要望する。 
・適切なクラブ経営を図るため、マネジメント能力を有するクラブマネジャー等の配置

を推進する。 
・設立したクラブ間のネットワークの構築とともに、情報交換や研修・交流の機会を設

けるため、都道府県における総合型地域スポーツクラブ連絡協議会等の設立を促進す

るとともに、その代表者による全国協議会（仮称）の組織化を検討する。 
・上記と関連して、総合型地域スポーツクラブ登録制度の創設について検討する。 
・地域スポーツクラブと学校運動部活動や民間スポーツクラブとの連携の促進を図ると

ともに、競技志向者から健康・体力つくり志向者までの多様なニーズを包含できる組

織の連携体制の整備を図る。 
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2) 新たな全国的総合スポーツイベントの創設 

○日本スポーツマスターズの充実 
平成 13 年(2001)より、競技志向の高いシニア世代(原則として 35 歳以上)層を対象と

した総合スポーツ大会「日本スポーツマスターズ」を、開催する都道府県および都道

府県体育協会との共催により実施している。 
この大会は、参加者が互いに競い合いながらスポーツに親しむことにより、生涯ス

ポーツのより一層の普及・振興を図るとともに、生きがいのある社会の形成と健全な

心身の維持・向上に寄与しようとするものである。 
今後、より多くのシニア世代が目標とする大会として拡充を図るため、大会規模や

冬季競技等を含む実施競技および財源確保等について検討や見直しを行い、参加者、

開催地および協賛企業にとって、より魅力ある大会として構築し、一層の定着化を図

る。 
○新たな全国的総合スポーツイベントの創設 
・現行の｢日本スポーツマスターズ｣の各競技に参加する者を超える年齢層を対象とした

イベントの創設について検討する。 
・育成された地域スポーツクラブの活動の活性化を促進し、定着と発展を図るため、全

国のスポーツクラブ会員が一同に会し、競い、楽しみ、交流することができる場とし

ての全国的なイベントの創設について検討する。 
・国際化へ対応するとともに、現行の大会参加者の動機づけをさらに高めていくという

観点から、成人を対象に、東アジアを中心とした「東アジアマスターズ大会(仮称)」
の創設について検討する。 

○都道府県レベルにおけるスポーツイベントの開催 
各都道府県レベルにおいても、「生涯スポーツ社会」の実現を目指して、多様なニー

ズに対応したスポーツの振興を図る観点から、＜資料２＞「21 世紀のスポーツ振興」

（56 ページ）を参考にしながら、各都道府県の実情に応じたスポーツイベント等の開

催を検討する必要がある。 

3)「みるスポーツ」の振興事業の推進 

スポーツを観戦したり、応援したりという「みるスポーツ」の振興は、「するスポーツ」

とともにスポーツへの参加形態の一つとして、国民の生活の中に定着している。 
特に、国際競技大会等におけるトップアスリートのプレーを見ることは、青少年にとっ

て感動やあこがれが生まれ、「するスポーツ」への動機づけとなり、応援することで「支

えるスポーツ」に対する関心も高まり、スポーツのすそ野を広げることにつながるもので

ある。 
本会としては、国体や日本スポーツマスターズ等において「みるスポーツ」振興の観点

から事業内容を検討するとともに、トップアスリートによる派遣指導事業をはじめとする

本会諸事業について広報･PR 活動の検討を行う。 
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また、中央競技団体や都道府県体育協会に対し、各地方への魅力的なスポーツイベント

の誘致に関する指導助言を行う。 

4)「支えるスポーツ」（スポーツボランティア）の振興事業の推進 

 本会としては、「支えるスポーツ」振興の観点から、行政や加盟団体等と連携し、国体、

日本スポーツマスターズ、全国スポ・レク祭等の全国的なスポーツイベントにおいて、ス

ポーツボランティア(イベントボランティア)に対して、多方面にわたる参加の場を提供し

継続的なボランティア活動につなげていくために、各都道府県単位での組織化や支援制度

の推進を図る。 
また、地域スポーツクラブやスポーツ団体において活躍するスポーツボランティア(ク

ラブ・団体ボランティア)について、各種公認スポーツ指導者の資格取得を促進するとと

もに、有資格指導者の配置の促進方策について検討する。 
 さらに、より多くの国民がスポーツに親しみ、スポーツを一般国民のより身近な存在と

するために、加盟競技団体と協力して、スポーツに関する教養認定事業＜スポーツものし

り博士(仮称)＞などの実施について検討する。 
  例)「スポーツものしり博士１級(陸上競技)」(各競技ごとに設定) 

5) 新たな顕彰事業の創設 

平成 18 年(2006)に創設した「日本スポーツグランプリ」について、「生涯スポーツ社会」

の実現の観点から、一層の充実を図るため、加盟団体の理解と協力を促進するとともに、

広く国民に広報する。 
また、「総合型地域スポーツクラブ」に関して、その定着・発展を促進するための顕彰

事業の創設について検討する。 
 

(3) スポーツ指導者の育成の充実と活用の促進 

「生涯スポーツ社会」の実現を目指し、国民の多様なニーズや能力に応じたスポーツ実

践能力を高め、継続的なスポーツ実践者の増大を図るためには、国民の一人ひとりに対し、

スポーツ文化を豊かに享受する能力を育成することのできる資質の高い指導者の存在が

不可欠である。 
平成 17 年(2005)度の「公認スポーツ指導者制度」の改定によって、資格の整理統合、

カリキュラムの見直しなど、一定の成果を得ることができたが、今後、国際競技力の向上

とともに、国民スポーツの振興に必要なスポーツ指導者の育成を図り、活用を促進するた

めに、以下のような事業を推進する。 

 1) 養成システムの充実 

・指導者養成事業を一層効率的・効果的に実施するため、現行のカリキュラムを精選し、

集合講習会と自宅学習の充実に努め、時間数の削減を図るとともに、より実践的な講義

形態を検討する。 
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・現行の体育大学等の免除適応制度を拡充するとともに、体育系大学や広域スポーツセン

ター等との連携を図り、全国の各地に指導者養成拠点(学校)を整備充実させるなど、受

講者にとって受講しやすいシステムの構築に努める。 
・諸外国の指導者資格を取得する者が増加している状況を踏まえ、国際的に活躍できるス

ポーツ指導者の養成を目指して、指導者資格制度の国際化の取り組みについても検討す

る。 
・JOC が実施する「ナショナルコーチアカデミー」との連携を図るため、アカデミーの

目指す指導者像や講習内容等を確認し、本会公認コーチ・上級コーチの養成事業の改善

について検討する。 
・競技実績や指導実績を有する者が、本会公認スポーツ指導者資格を取得するよう、中央

競技団体との連携を図っていく。また、資格取得が一層促進されるよう、養成システム

の拡充について検討する。 

 2) 新たな分野の指導者制度の創設 

競技者を取り巻く環境は高度化と専門化が進み、スポーツ活動の場では必要なスタッフ

の専門化と分業化が進展している。また、国民のスポーツニーズは、一層多様化・高度化

してきており、それに対応するための各種のスポーツ振興方策が新たに提起されてきてい

る。 
このような状況の中で、現行制度の資格以外の新たな分野の資格制度化に取り組む必要

が生じてきている。具体的には、「スポーツ栄養の専門家」、「中高年齢者を対象に健康・

運動指導を行う専門家」、「スポーツに関する法的問題に対応する専門家」などの新たな資

格制度化について検討する。さらに、スポーツボランティアの活動の範囲と役割、資格の

あり方等についても、併せて検討を行う。 

 3) 有資格指導者の活動環境の整備と積極的な活用 

地域におけるスポーツ活動や競技団体が実施する競技会などにおいて、有資格指導者が

自信と責任を持って指導活動にあたることができるよう、活動環境の整備(配置と活動の

促進の事業化)を関係機関・団体等と連携して促進する。 
・総合型地域スポーツクラブや広域スポーツセンターにおいて、指導対象者に応じた適

切な指導能力を有する有資格指導者が配置されるよう関係機関・団体等へ働きかけを

行う。 
・わが国最大・最高の総合スポーツ大会である国体における各競技の監督に関し、公認

スポーツ指導者資格の義務付けを推進する。 
・中央競技団体が主催する競技会の監督やチームスタッフ、国際大会への帯同スタッフ

などに公認スポーツ指導者が積極的に登用されるよう、競技団体と連携して事業化の

促進を図る。 
・中央競技団体が策定した競技者育成プログラムについて、地域で活動する有資格指導

者に効果的に浸透させ、一貫指導システムの関連活動や JOC、JISS、都道府県が推進
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するタレント発掘事業に、有資格指導者を参画させ優先的に活用されるよう、有資格

指導者と中央競技団体および都道府県体育協会との連携強化と活動促進を図る。 
・学校運動部活動において、専門的な指導能力を有する指導者が不足している現状に対

応するため、外部指導者として競技別の有資格指導者が優先的に活用されるよう関係

機関へ働きかけを行う。 

 4) 公認スポーツ指導者制度の全国的普及啓発 

本会「公認スポーツ指導者制度」は「安全で、正しく、楽しいスポーツ活動には、指導

対象に応じた適切な指導能力を有する有資格指導者が指導にあたるべきである」という理

念に基づいている。しかし、必ずしもこの理念が広く一般に理解されているとは言えない

状況である。 
このため、公認スポーツ指導者の社会的認知度を高めるため、各地域における公認スポ

ーツ指導者組織である都道府県スポーツ指導者協議会を通じ、制度の徹底や PR 活動、指

導活動現場の課題解決のために配置しているインフォメーション・オフィサーの活動をさ

らに促進し、制度の広報・普及を進める。 
 

(4) 青少年スポーツの振興(スポーツ少年団と学校体育・運動部活動) 

近年、わが国における青少年をめぐっては、体力の低下や続発する問題行動などの諸問

題並びに学校教育の変革や国際化の進展など、急激な社会状況の変化に伴う対応が必要と

なってきている。文部科学省の「スポーツ振興基本計画」の改定＜平成 18 年(2006)＞に

おいても、新たな方策の柱として、「スポーツ振興を通じた子どもの体力の向上方策」が

取りあげられている。 
 これらの青少年をめぐる現状の諸問題に対応するとともに、21 世紀をたくましく生き

る青少年を育成していくためには、青少年のスポーツを振興し、心身の健全な発育・発達

を促すとともに、自己責任やフェアプレーの精神、仲間との交流を通じたコミュニケーシ

ョン能力や豊かな心と他人を思いやる心などを育成していく必要がある。 
 このような状況の中で、スポーツ少年団を中心とした青少年スポーツ活動の促進を図り、

豊かなスポーツ享受能力を育成し、生涯スポーツへの芽を育てるとともに、たくましく、

豊かに生きていく心と身体をもった青少年の健全育成への期待が、ますます増大してきて

いる。 
 そのためには、幼・少年期から青年期(概ね 18 歳)までの年齢層を対象とし、スポーツ

活動を中心とする多様な活動を体験させ、青少年の主体的なスポーツ活動を促すとともに、

体力の向上を含めた心身の健全育成に貢献する組織であるというスポーツ少年団の対象

範囲や活動の方向性についても、再認識する必要がある。 
また、地域に密着したスポーツクラブ育成との関連を考慮して、継続した指導体制の中

で、心身の健全な発達と豊かなスポーツライフスタイルの基盤を形成するジュニアスポー

ツクラブとしての充実を図るなど、次のような事業を推進する。 
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1) スポーツ少年団組織の将来的なビジョンの検討 

平成 19 年（2007）3 月に設置されたスポーツ少年団関係者や有識者で構成される「ス

ポーツ少年団の将来像検討プロジェクト」において、これまでの実績評価と現状分析を踏

まえ、団員の確保、とりわけ女性および中・高校生年代の加入促進の方策について検討す

る。 
また、各中央競技団体および地域スポーツクラブとの連携・協力のあり方など、地域で

の存在意義や少年団の活動内容も含め、スポーツ少年団が社会的に認知され、発展的に拡

充・存続していくための将来的なビジョンについて、引き続き検討を進め、スポーツ少年

団の育成と活動に関する今後の方向性を提示する。 

2) 日常的な活動内容の充実 

地域に密着したジュニアスポーツクラブとしての育成を図るため、現行の「スポーツ選

手ふれあい指導事業」の拡充を図る。さらに、地方の少年団組織との連携や協賛企業等の

支援・協力を得て、団員の多様なニーズや能力および年齢層に対応し、運動遊びから競い

合うスポーツ活動まで、レベルに応じたスポーツ体験が可能となる活動プログラムの開発

や一貫した指導体制の整備を行い、日常の団活動の充実・活性化を促進する。 

3) 全国的・国際的スポーツ交流事業の推進 

日常的な団活動の活性化と国内・外の青少年との交流を促進するため、現行の各事業の

改善・充実を図る。 
また、全国交流大会の充実策や新たな全国的な総合スポーツイベントの創設について検

討する。さらに、新規の国際的スポーツ交流事業の実施について、地域での独自交流の実

態調査や国際交流の事業効果を把握（調査）するとともに、本会の他の国際交流事業との

連携を図りながら検討する。 

4) 登録制度等諸制度の改革 

ジュニアスポーツクラブとしての登録制度の創設に向けて取り組むとともに、スポーツ

少年団指導者の位置付けと役割について、本会「公認スポーツ指導者制度」との関連を考

慮し検討・整理を進める。 
また、リーダー(中・高校生)についてもその位置付けと役割を一層明確にして、資質の

向上と量的な拡充を図る。 

5) スポーツ少年団指導者の資質向上 

スポーツ少年団指導者には、団員の発育・発達の状況に応じて、団員が主体的に運動

やスポーツに取り組み、楽しさや喜びを体感することができるとともに、スポーツ活動

を通じて、自己責任やフェアプレーの精神、他者を思いやる心の育成などを図ることが

できる資質・能力が求められている。 
このため、次のような事業を推進する必要がある。 

44



 45

○資格取得の促進 
全国のスポーツ少年団指導者が、本会公認スポーツ指導者資格を取得するよう、都道

府県スポーツ少年団に働きかけ、資格取得の促進を図る。また、現状の認定員の資格保

有率は、平成 19 年(2007)度現在、54.5％の状況であるが、団員に対する指導活動を一層

充実するため、80％程度への資格保有率の向上を目指す必要がある。このため、都道府

県および市区町村スポーツ少年団において、認定員資格の取得が一層推進されるよう体

制の拡充を図る。 

○研修制度の充実 

スポーツ少年団指導者としての資格取得後においても、スポーツ界や青少年をめぐる

社会状況の変化に対応した適切な指導を行うため、本会、都道府県、市区町村レベルに

おいて、定期的に研修を行うシステムの充実を図り、資質の向上を推進する。 

6) 日本スポーツ少年団創設 50 周年記念事業の実施 

日本スポーツ少年団は、平成 24 年(2012)に創設 50 周年を迎える。これまでの半世紀

にわたる足跡を振り返るとともに、今後のスポーツ少年団の意義役割を再確認し、スポ

ーツ少年団を広く社会にアピールするために、創設 50 周年記念事業を実施する。 
なお、記念行事、記念誌の刊行等の具体的な事業内容については、準備委員会および

実行委員会などを組織して検討を行う。 
 

(5) スポーツ医・科学研究の推進 

今後、21 世紀の国民のスポーツ振興や健康・体力つくりを一層適切に推進していくた

めには、スポーツ医・科学の支援が不可欠である。したがって、スポーツ医・科学専門委

員会から提言されている「日本体育協会におけるスポーツ医・科学のあり方」を参考にす

るとともに、関係する機関や JISS 等との連携や役割を考慮し、本会のスポーツ医・科学

研究の基本的なあり方や方向性を明確にする。その上で、国体をはじめとする本会のスポ

ーツ振興諸事業の効果的な実施について、積極的にサポートしていく調査・研究等の事業

展開を図り、これまで十分とは言えなかった研究成果の積極的な情報発信機能を果たして

いくために、次のような事業を推進する。 

1) スポーツ医・科学サポートの充実 

国体においてドーピング検査が実施されていることから、今後とも、都道府県体育協会

と連携して、「ドーピング防止教育・啓発事業」を推進する。また、生涯スポーツの振興

と競技力向上の両面から、医･科学サポートを一層推進するため、JOC および加盟団体と

の緊密な連携を図った研究を進め、その成果を広く公開して共有化を促進する。 
さらに、このような諸活動を通して加盟団体のスポーツ医･科学体制の充実について指

導・助言する。 
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2) スポーツ指導者に関する研究事業の実施 

スポーツ指導者の資質向上のため、本会自らスポーツ医・科学に関する事業の実践を通

して最新の情報を提供するとともに、今後の指導者養成の実態に合わせたスポーツ医・科

学面からの知識や技能を提供するための研究事業を展開する。 

3) 国立スポーツ科学センターとの連携・協力の推進 

JISS では国際競技力向上のためのスポーツ医・科学研究の促進、科学的トレーニング

方法の研究、競技者の治療やリハビリテーションなどが総合的に実施されている。 
このことを踏まえつつ、本会が取り組むスポーツ医・科学関連事業について、JISS と

の役割と事業区分を明確にした上で緊密な連携を構築する。 

4) 研究成果の積極的な情報発信 

スポーツ医・科学研究の成果の公表と普及については、「スポーツ医・科学白書(仮称)」
の作成に取り組み、これまでのスポーツ医・科学研究を総括しながら、国民スポーツ振興

に向けた研究のあり方、社会への還元方法等について検討する。 
 

(6) 国際スポーツ交流の推進 

国際化の進展に対応し、スポーツ文化の世界共有化の促進とグローバルな国民の育成に

スポーツの分野から貢献し、国際親善に寄与していくためには、シニア層や青少年を含む

市民レベルをはじめ、競技者およびスポーツ指導者等の国際交流を推進していく必要があ

る。 
そのため、本会は、加盟団体の協力を得て、これまでの韓国および中国との青少年から

成人層までの交流事業などを継続するとともに、次のような事業を推進する。 
○幅広い世代にわたる、近隣諸国とのスポーツ交流の促進と充実 
・現行の日韓および日中スポーツ交流事業の拡充について検討する。 
・成人交流における日韓中の 3 カ国交流競技会や東アジア地域のシニア世代を対象とし

たマスターズ大会の創設について検討する。 
○国際スポーツ組織との連携・協力 
・国際スポーツ組織と協力しながら、諸外国のスポーツ関連情報の提供および収集方策

を検討する。 
・アジア地域のスポーツのさらなる発展のため、「アジア近隣諸国青少年スポーツ指導

者研修事業」の充実等を通して、アジア諸国との連携の強化を図る。 
 
(7) スポーツ情報システムの整備・拡充 

本会が国民スポーツ振興の中核的役割を果たすためには、組織の活性化を推進するとと

もに、本会および加盟団体の社会的認知度を高めていく必要がある。 
今後のスポーツ情報システムは、暗号化等のセキュリティが確保された通信手段で接続
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し、本会と加盟団体が情報を共有化して円滑な事務処理を行うシステムとして構築してい

くことが求められている。 
本会および加盟団体では、本システムを一層有効活用して、中央・地方レベルの関係組

織や他の関連機関・団体との情報ネットワークの拡充を図り、情報の収集と発信をより効

果的・効率的に実施できる環境を整備・拡充するため、IT 情勢に精通した外部有識者の

ノウハウを積極的に活用するとともに、運営経費の削減を含む、本システムの簡素・効率

化を念頭において、次のような事業を推進する。 
○本システムにより収集した個人情報について適切な対応を実施するとともに、情報シ

ステムへの不正なアクセスやコンピュータウイルス等に対処するため、より一層セキ

ュリティ保護への対応を図る。 
○本会と加盟団体間の業務を効果的・効率的に推進していくため、現行の公認スポーツ

指導者登録等の各種システムの充実を図るとともに、「総合型地域スポーツクラブ」の

登録システムの構築など、情報ネットワークのより一層の拡充と有効な活用の促進を

図る。 
 

(8) 広報・社会貢献活動の推進 

本会の国民スポーツ振興の諸事業について、広く国民の間に周知して、理解と協力を得

るとともに、スポーツの社会的な理解と地位の向上を図るため、従来からの広報活動を拡

充する。また、関係諸機関（文部科学省、警察庁、厚生労働省などの行政機関）や団体（日

本赤十字社やその他の NPO や NGO）との連携・協力のもと、我が国や国際社会が直面

している社会問題に対するスポーツの貢献についての啓発活動を実施する。 

1) 広報事業の拡充 

本会組織や事業への幅広い支持・支援を獲得するためには、関係機関・団体のみなら

ず、多くの国民に、本会の事業の成果に関して幅広く広報し、理解を求めるとともに、

社会的認知度を高めていく必要がある。そのため、従来の公式ホームページをはじめ、

情報誌、パンフレットなどによる広報活動を一層充実していくとともに、ブログなどイ

ンターネットに関連した新たなメディアの活用を促進する。 
また、国体をはじめとする各種事業のプレスリリース、記者会見をより積極的に行うな

ど体協記者クラブとの連携を一層強化していくとともに、その他各種メディアとの連携を

図る。さらに、加盟団体など関係諸機関の情報収集・分析を行い、当該情報の提供を推進

する。 

2) 社会問題へのスポーツ貢献活動 

 これまで環境問題については、スポーツの側面からどのような対応ができるのかなどに

ついて検討してきた。しかし、今後ともスポーツの多様な価値と役割に関する認識を広く

社会に浸透していくため、地域社会とスポーツ、高齢社会とスポーツ、環境問題とスポー

ツ、薬物とスポーツ、暴力とスポーツ、アルコールとスポーツなどのテーマのもとに、加
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盟団体および関係機関・団体と連携を図りつつ、社会貢献活動を推進していくことが求め

られる。 
 
(9) スポーツ施設の活用・支援 

今後のスポーツ施設整備は、国および地方公共団体を中心に、国民のスポーツニーズの

動向を踏まえつつ、計画的に整備していくことが期待される。 
本会では、21 世紀の国民スポーツ振興の基本理念を踏まえ、スポーツ施設の活用およ

び支援の方策について、国および地方公共団体等に対して働きかけていく必要がある。 
 そのため、次のような点を考慮した事業を推進する。 
○スポーツ施設の活用について、本会が育成する総合型地域スポーツクラブやスポーツ 

少年団が、円滑に事業を推進していくため、優先的な活用ができるよう都道府県体育

協会と連携して関係諸機関に要請する。 
○各種スポーツ施設の有効で円滑な運営を支援するため、公認スポーツ指導者の配置促

進について、都道府県体育協会とともに検討する。 
○指定管理者制度に基づく、施設の経営・管理が推進されている中で、本会は都道府県

体育協会連合会と連携して、都道府県体育協会の関与の仕方を含む、実態の把握と情

報の提供に努める。 
○本会が地球環境問題に対応して、競技場や運動場の芝生化促進について、加盟団体等

との連携を図りつつ、全国的なムーブメントの高揚を図る。 
 

(10) 創立 100 周年記念事業の実施 

本会は、平成 23 年(2011)に創立 100 周年を迎える。これまでの本会への多くの支援者や

協力者とともに 100 周年の慶事を祝い、本会の歩んできた足跡を振り返るとともに、今後

の本会の意義・役割を再確認し、新たな 100 年に向けて「国民スポーツの振興」に取り組

む、強い姿勢を広く社会にアピールするために、創立 100 周年記念事業を実施する。 
なお、記念事業として取り組む、記念式典、記念誌の刊行等の具体的な事業内容につい

ては、準備委員会および実行委員会を組織して検討を行う。 
 
3．スポーツ振興財源の確保 

 国民スポーツの基本理念や「スポーツ振興 2008」の基本的な考え方に基づいて、諸事業

を円滑かつ効果的に遂行していくためには、長期的に安定した財源の確保が不可欠である。 
そのためには、平成 19 年（2007）に策定した「今後の国民スポーツ推進キャンペーン協

賛事業の推進方策」に基づいて、国民スポーツ推進キャンペーン事業の新たな戦略を構築

するなど、これまで以上に、多方面からの財政的な支援が得られるように積極的に働きか

け、理解を得ていくことはもちろんのこと、収益事業の拡充や登録制度の改革等による自

己財源の確保を図っていく必要がある。 
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また、近年、多くの企業において重要視されるようになってきた CSR(企業の社会的責任)
の一環として、本会をはじめとするスポーツ界への支援が可能となるよう企業に対し、積

極的に働きかけていく必要がある。 
このために、次のような事業を推進する。 
 

(1) 国民スポーツ推進キャンペーン協賛事業の拡充(マーケティング戦略の構築) 

今後の国民スポーツ推進キャンペーン協賛事業の展開については、「今後の国民スポー

ツ推進キャンペーン協賛事業の推進方策」に基づき、本会と協賛企業とのパートナーシッ

プの創出、マーケティング戦略の構築などの視点に着目して、協賛企業にとって魅力ある

協賛事業への再構築を図っていく必要がある。 
そのため、本会ではキャンペーン協賛事業推進のための組織・体制の整備、本会諸事業

の充実と企業の協賛メリットを考慮した商品化への取り組み、キャンペーン協賛事業の全

体的な推進計画の策定などを推進する。 
特に、平成 20 年(2008)、長野県での第 63 回冬季大会から実施した冬季国体企業協賛を

継続・発展させるとともに、国体本大会での協賛制度の導入について具体的に検討する。 
 
(2) 補助金・寄付金等の確保 

 国および公営競技団体等からの補助金・助成金等の確保並びに特定公益増進法人の一層

の有効活用による民間企業等からの寄付金の増額について、従前にも増して積極的な働き

かけを行う。 
また、本会の特定公益増進法人を活用した免税募金制度については、本会加盟団体に対

して活用を促すとともに、より幅広く企業や個人に対して本制度の PR を実施し、募金活

動を拡充する。 
さらに、本会が育成に力を注いでいるスポーツ少年団および総合型地域スポーツクラブ

などへの同制度の適用の拡大について検討する。 
 
(3) 収益事業の拡充 

 安定した自己財源を確保するために、従来の収益事業の改善・充実を図るとともに、新

たな多角的収益事業等の展開について、次の観点から検討する。 
○本会諸事業の推進に必要な自己財源を確保するため、各種教本等出版物、各種標章の

商業利用など、効果的・効率的な販売方法の導入を検討する。 
○加盟団体や総合型地域スポーツクラブ等の自己財源の確保を支援・協力するため、オ

フィシャルパートナーと連携した事業（自動販売機設置斡旋事業）を、さらに推進す

るとともに、協賛企業のノウハウやマーケティング戦略等の支援を得ながら、新たな

収益事業の導入を検討する。 
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おわりに 
 
今回改定した「スポーツ振興 2008」は、21 世紀におけるスポーツの意義や役割を踏まえ

た国民スポーツ振興の方向性を再確認するとともに、平成 13 年(2001)1 月に策定した「ス

ポーツ振興 2001」において提起された方策について達成状況の評価を行い、課題を明らか

にした。 
その上で、今後の国民スポーツ振興を推進していくために必要な振興方策と各推進事業

について取りまとめたものである。 
今後、本会においては、国民の一人ひとりが豊かで活力のある「生活/暮らし」を基軸と

する、いわゆる「生涯スポーツ社会」の実現に向けて、前記Ⅲの「今後の国民スポーツ振

興方策」を着実に推進していく必要がある。 
とりわけ、今回改定した「スポーツ振興 2008」に基づく各事業の推進については、平成

23 年（2011）の本会創立 100 周年との関連を考慮することが求められる。 
そのためには、本会組織に位置づけられている各委員会を中心として、学識者等の意見

を徴しつつ、概ね 10 年程度の期間を想定して、提起された方策の具体的な達成目標を設定

するとともに、必要な事業を実行レベルに具体化した推進計画を策定していく必要がある。 
この事業推進計画の策定にあたっては、安定的な財源の確保の推進をはじめ、「1．日本

体育協会組織の充実･強化」および「2．国民スポーツ振興事業の推進」にあげている「(1)
国民体育大会の改善･充実」から「(10)創立 100 周年記念事業の実施」までに提起されてい

る事項について、事業内容や規模等を具体化した事業計画の立案を行う必要がある。 
また、立案された各事業計画に関しては、本会と中央競技団体および都道府県体育協会、

さらには市町村体育協会との役割に応じた実施主体を的確に区分した上で事業を推進して

いくことが求められる。 
なお、今回取りまとめた｢スポーツ振興 2008｣については、概ね 5 年後において事業の実

施状況や達成状況(成果)などに関して、全体的な評価と見直しを行い、その上で、改めて、

その後の 10年間を見据えた新たな国民スポーツ振興方策とそれに基づく事業推進計画の策

定を行っていく必要がある。 
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諸定義(用語の定義) 
 
<スポーツ> 
運動競技および身体運動(キャンプ活動その他の野外活動を含む。)であり、心身の健全な

発達を図るためにされるもの。 
(スポーツ振興法) 
 
<スポーツ精神> 

自らスポーツを行うことに意義と価値をもち、スポーツの競技規則、スポーツマンシッ

プやフェアプレーに代表されるマナー、エチケットなどのスポーツ規範に基づき、生涯を

通じて自己の能力・適性に応じて、主体的・継続的にスポーツの楽しさや喜びを味わうこ

とを意味する。 
(平成 17 年(2005) 4 月施行：本会寄附行為変更理由書) 
 
<国民スポーツ>  

わが国におけるプロフェッショナルアスリートの活動分野(日本プロスポーツ協会等)お
よび国際レベルのアスリートの育成・強化を中心とする諸活動(日本オリンピック委員会)
を除く、国民各層のアスリートから多様なスポーツ愛好者(潜在的スポーツ愛好者を含む。)
までを対象として、「生涯スポーツ社会」の実現に向けて取り組むスポーツ諸活動を、その

範囲および内容として捉えたもの。 
(平成 17 年(2005) 4 月施行：本会寄附行為変更理由書) 
 
<生涯スポーツ社会>  
国民の一人ひとりが、豊かで活力ある「生活／暮らし」を目指し、生涯を通じたライフ

ステージにおいて、自己の能力・適性、興味・関心等に応じ、主体的にスポーツ文化を豊

かに享受することのできるスポーツライフスタイルを構築していくという社会。 
(参考) 

文部科学省の「スポーツ振興基本計画」では、「国民の誰もが、それぞれの体力や年齢、

技術、興味・目的に応じて、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむことので

きる社会」を生涯スポーツ社会とした。 
 

<体育協会組織> 
中央競技団体や都道府県体育協会などの本会加盟団体のみならず、市町村体育協会を含

めた組織体制。 
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<加盟関係スポーツ団体> 
本会寄附行為第 5条 3号に定める団体。＜特定非営利活動法人日本スポーツ芸術協会、(財)

日本障害者スポーツ協会、(財)日本中学校体育連盟、(社)日本女子体育連盟の 4 団体＞ 
 

<民間スポーツ関係団体> 
本会加盟団体(中央競技団体、都道府県体育協会、加盟関係スポーツ団体)、準加盟団体、

協力団体のみならず、概ね全国的な規模を有する民間のスポーツ団体とその地方組織。 
 
<広域スポーツセンター> 
 文部科学省の「スポーツ振興基本計画」では、広域スポーツセンターの特徴として、以

下の 6 つをあげている。平成 19 年(2007) 4 月現在、42 都道府県において設置されている

が、各都道府県において少なくとも 1 つは広域スポーツセンターを育成するために、更な

る取り組みが求められている。 
ア．総合型地域スポーツクラブの創設、育成に関する支援 
イ．総合型地域スポーツクラブのクラブマネジャー・指導者の育成に関する支援 
ウ．広域市町村圏におけるスポーツ情報の整備・提供 
エ．広域市町村圏におけるスポーツ交流大会の開催 
オ．広域市町村圏におけるトップレベルの競技者の育成に関する支援 
カ．地域のスポーツ活動に対するスポーツ科学・医学・情報面からの支援 
 
<地域スポーツクラブ> 
単一種目で活動する既存のスポーツ団体やスポーツ少年団を母体として総合型地域スポ

ーツクラブへの発展を考えたとき、最初から多種目であることは現実的ではない。そこで

本会では、単一種目のクラブや総合型地域スポーツクラブを含め、「地域スポーツクラブ」

という用語を用いる。 
 
<総合型地域スポーツクラブ> 
文部科学省の「スポーツ振興基本計画」では、総合型地域スポーツクラブの特徴として、

以下の 5 つをあげている。 
ア．複数の種目が用意されている。 
イ．子どもから高齢者まで、初心者からトップレベルの競技者まで、地域の誰もが年齢、

興味・関心、技術・技能レベル等に応じて、いつまでも活動できる。 
ウ．活動の拠点となるスポーツ施設およびクラブハウスがあり、定期的・継続的なスポー

ツ活動を行うことができる。 
エ．質の高い指導者の下、個々のスポーツニーズに応じたスポーツ指導が行われる。 
オ．以上について、地域住民が主体的に運営する。 
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<スポーツ指導者> 
本会および加盟団体等が、公認スポーツ指導者制度に基づき資格認定した指導者で、ス

ポーツ医・科学の知識を活かし、スポーツを安全に、正しく、楽しく指導し、スポーツの

本質的な楽しさ、素晴らしさを伝えることができる者をいう。(スポーツ指導基礎資格、競

技別指導者資格、フィットネス資格、メディカル・コンディショニング資格、マネジメン

ト資格の有資格指導者) 
 
<スポーツボランティア> 

地域社会やスポーツ団体・クラブ、各種スポーツイベントなどにおいて、個人の自由意

志に基づき、その技能や時間などを進んで提供し、社会に貢献する活動を行う者をいう。 
(文部省／平成 12 年(2000)スポーツにおけるボランティア活動の実態等に関する調査研究

協力者会議報告書) 
 
<ニュースポーツ> 
ニュースポーツの定義としては定まったものはないが、①雪合戦のように遊びが制度化

され、新たにスポーツとなったもの、②ミニテニスのように既存のスポーツをベースとし

て、誰もが手軽に楽しむことができるスポーツとして新たに開発されたもの、③フライン

グディスクのように比較的新しく日本において紹介されたものに大別することができる。 
 
<公益法人制度改革 3 法> 
平成 18 年（2006）6 月に公布、平成 20 年（2008）12 月に施行される以下の 3 法を言う。 

ア．「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」 

民法に定める公益法人に関する制度を改め、剰余金の分配を目的としない、すなわち

非営利の社団又は財団について、その行う事業の公益性の有無にかかわらず、準則主義

により法人格を取得することができる制度を創設し、その設立、機関等について定める。 

イ．「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」 

公益法人の設立の許可及びこれに対する監督を主務官庁が行う民法に定める制度を改

め、内閣総理大臣又は都道府県知事が、民間有識者による委員会の意見に基づき、一般

社団法人又は一般財団法人の公益性を認定するとともに、認定を受けた法人の監督を行

う制度を創設する。 
ウ．「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」 

アおよびイの施行に伴い、中間法人法を廃止するほか、民法その他の関連する諸法律

の規定を整備する。 
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